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第１章　大分県地域強靱化アクションプランの位置づけと構成

１  大分県地域強靱化アクションプランの意義

大分県地域強靱化計画（以下「地域計画」という。）は概ね５年ごとに見直すことと

しており、その間の着実な推進のためには、PDCA サイクルによるプログラムの進捗

管理が極めて重要となる。具体的には、プログラムを構成する各施策の進捗を毎年度

把握し、それを基に各プログラムの進捗状況を分析・評価し、当該評価結果により見

直した各プログラムの推進計画に基づき、個別の施策を修正・立案・実施することと

する。

このため、プログラムごとの脆弱性評価、各プログラムの推進計画、プログラム推

進のための主要施策を明らかにした「大分県地域強靱化アクションプラン（以下「ア

クションプラン」という。）」を定める。

プログラムの進捗状況の分析・評価は、大分県地域強靱化計画推進委員会のもと、

地域計画で示された目標や「起きてはならない最悪の事態」等を念頭に置き、当該プ

ログラムを構成する各施策の指標の進捗及び実施結果の分析を基に、施策間の関連性

等を十分に考慮し、総合的かつ施策分野横断的に実施されなければならない。
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進捗管理
大分県地域強靭化計画 【概ね５年ごとに見直し】

大分県地域強靭化計画推進委員会

PDCA
（概ね５年）

PDCA
（１年）

PDCAサイクルによる進捗管理

<Action>
各プログラムの推進計画の見直し
個別施策の修正・立案

<Check>
各施策の進捗を毎年度把握し、各プログラムの進捗状況を分析・評価

<Do>
各プログラムの推進計画に基づき個別施策を実施

<Plan>　大分県地域強靭化アクションプラン
　　　　　　　　　　　　【毎年度策定】



プログラムの進捗状況の分析・評価にあたって念頭に置くべき目標等は、次表のと

おりである。

【大分県地域強靱化計画】

○災害等の発生に対する４つの基本目標

○大規模自然災害を想定した８つの「事前に備えるべき目標」

○その妨げとなる３５の「起きてはならない最悪の事態」

○重点化すべきプログラムに係る１６の「起きてはならない最悪の事態」

《参考　大分県地域強靱化計画の位置付け》

大分県地域強靱化計画は、南海トラフ地震やこれまで経験したことのない集中豪雨など
大規模自然災害によって重大な危機が実際に発生した場合においても、本県が十分な強靱
性を発揮できるよう、施策を総合的かつ計画的に推進していくため、地域強靱化に係る県
の他の計画等の指針となるもの。
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大分県地域強靭化計画の位置づけ
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起きてはならない最悪の事態

※網掛けは、重点化すべきプログラムに係る起きてはならない最悪の事態
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基本目標 事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

Ⅰ．人命の
保護が最大
限図られる
こと

Ⅱ．県政及
び社会の重
要な機能が
致命的な障
害を受けず
維持される
こと

Ⅲ．県民の
財産及び公
共施設に係
る被害の最
小化

Ⅳ．迅速な
復旧復興

１
大規模自然災害が発生し
たときでも人命の保護が
最大限図られる

1−1） 住宅・特定建築物・交通施設等の倒壊や住宅密集地における火災に
よる死傷者の発生

1−2） 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生
1−3） 異常気象等による度重なる市街地等の浸水

1−4） 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の
発生のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が高まる事態

1−5） 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

２

大規模自然災害発生直後
から救助・救急、医療、
福祉支援活動等が迅速に
行われる（それがなされ
ない場合の必要な対応を
含む）

2−1） 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止
2−2） 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

2−3） 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶
対的不足

2−4） 救助・救急、医療、福祉支援活動のためのエネルギー供給の長期途
絶

2−5） 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給不足

2−6） 医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶
による医療機能等の麻痺

2−7） 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

３
大規模自然災害発生直後
から必要不可欠な行政機
能は確保する

3−1） 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化、信号機
の全面停止等による重大交通事故の多発

3−2） 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

４
大規模自然災害発生直後
から必要不可欠な情報通
信機能は確保する

4−1） 情報通信の麻痺・長期停止

５
大規模自然災害発生後で
あっても、経済活動（サ
プライチェーンを含む）
を機能不全に陥らせない

5−1） サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の
低下

5−2） 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の
停止

5−3） コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

5−4） 広域交通ネットワークが分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワ
ークの機能停止

5−5） 食料等の安定供給の停滞

６

大規模自然災害発生後で
あっても、生活・経済活
動に必要最低限の電気、
ガス、上下水道、燃料、
交通ネットワーク等を確
保するとともに、これら
の早期復旧を図る

6−1） 電力供給ネットワークや石油・LPガスサプライチェーンの機能の
停止

6−2） 上水道等の長期間にわたる供給停止
6−3） 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
6−4） 地域交通ネットワークが分断する事態

７ 制御不能な二次災害を発
生させない

7−1） 市街地での大規模火災の発生
7−2） 海上・臨海部の広域複合災害の発生
7−3） 沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺
7−4） ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生
7−5） 有害物質の大規模拡散・流出
7−6） 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

８
大規模自然災害発生後で
あっても、地域社会・経
済が迅速に再建・回復で
きる条件を整備する

8−1） 災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8−2）
道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、
労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復旧・復興が大幅
に遅れる事態

8−3） 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に
遅れる事態

8−4） 高速道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる
事態

8−5） 広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れ
る事態



２  アクションプランの構成

（１）プログラムごとの脆弱性評価

地域計画の基礎となる脆弱性評価は、まず、「起きてはならない最悪の事態」を回避

するための施策群を部局横断的な「プログラム」として整理し、次に、各プログラム

を構成する個別施策ごとの課題を分析するとともに、その分析をもとに各プログラム

の達成度や進捗を把握して、プログラムごとの現状の脆弱性を総合的に分析・評価し

た。

地域計画の策定にあたり平成２６年１２月に実施した脆弱性評価については、平成

２７年８月に指標の数値等の時点修正を行い、その評価結果は別紙のとおりとなって

いる。

今後は、毎年度の各施策の進捗を把握し、各プログラムの進捗状況を総合的かつ施

策分野横断的に分析・評価することとする。

（２）各プログラムの推進計画

大規模自然災害により生じかねない「起きてはならない最悪の事態」に対しては、

部局が連携して施策を実施することが重要であることから、施策を立案・推進する際

には、当該施策分野ごとの視点に加え、「起きてはならない最悪の事態」を回避すると

いう視点から、施策分野横断的に実効性・効率性のあるものとする必要がある。

このため、毎年度、各プログラムの進捗状況を総合的かつ施策分野横断的に分析・

評価する上記（１）の結果を踏まえて、推進計画をとりまとめることとする。

（３）プログラム推進のための主要施策

「起きてはならない最悪の事態」を回避するためのプログラムの推進のため取り組

むべき主要施策について、施策分野ごとに整理する。新たな施策連携、施策の深まり、

プログラムの進捗等に応じて毎年度見直すこととする。
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第２章　各プログラムの推進計画等

第１章で整理したプログラムごとの脆弱性評価の結果を踏まえた、各プログラムの

推進計画は次のとおりである。

これらの推進に当たっては、プログラムが部局横断的な施策群であり、いずれも、

複数の部局が連携して行う取組により一層効果が発現することを踏まえ、国・市町村

の理解と協力を求めつつ、関係者間で代表的な指標等の具体的数値指標に関係するデ

ータを共有するなど、推進計画に掲げた目標の実現に向けて実効性・効率性が確保で

きるよう十分に留意することとする。

なお、重点化した１６のプログラム（以下で※が付いたプログラム）については、

その重要性に鑑み、進捗状況、関係部局における施策の具体化の状況等を踏まえつつ、

目標のさらなる早期達成、目標の高度化等を含め、特に取組の推進に努めるものとす

る。

【個別プログラムの推進計画】

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

※1−1）住宅・特定建築物・交通施設等の倒壊や住宅密集地における火災による死傷

者の発生

○　住宅・建築物等の耐震化について、県民への啓発活動とともに、住宅耐震化補助

制度による支援や、ホテル・旅館等の耐震診断義務付け建築物に対する耐震改修補

助制度による支援など、耐震化の目標達成に向けてきめ細かな対策を推進する。ま

た、吊り天井など非構造部材及び県営住宅等のガス配管の耐震対策を推進する。【生

活環境部】【土木建築部】【教育庁】【警察本部】

○　特に、避難所等にも利用される官庁施設、学校施設、病院、社会福祉施設等につ

いては、耐震化を着実に推進する。【福祉保健部】【土木建築部】【教育庁】

○　大規模地震時に被害を受けやすい電柱、大規模盛土造成地等の施設・構造物の対

策や交通施設及び沿線・沿道建物の耐震化を促進する。【企画振興部】【土木建築部】
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○　大規模な火災の可能性がある重点密集市街地等について、防災拠点へのアクセス

強化のため、都市の骨格となる街路等の整備を実施する。また、避難場所となる都

市公園を計画的に更新・補修するとともに、老朽住宅の建替えを促進し、安全・安

心な都市空間の形成に取り組む。【企画振興部】【土木建築部】

○　災害現場での救助・救急活動能力を高めるため、装備資機材の充実、各種訓練等

により災害対応能力の向上を図る。【企画振興部】【福祉保健部】【生活環境部】【土

木建築部】【会計管理局】【病院局】【教育庁】【警察本部】

（代表的な指標）

【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者1万人以上）▶１駅（H26）→ ２

駅（H31）

【企画】改善した重点密集市街地の面積▶15.2ha（H26）→ 26ha（H30）

【福祉】災害拠点病院の耐震化率▶92％（H26）→ 100％（H30）

【福祉】社会福祉施設の耐震化率▶92％（H26）→ 93％（H30）

【生環・教育】私立学校、県立学校の耐震化率▶私立：89.7％（H26）→ 90％（H27）

▶県立：99％（H26）→ 100％（H27）

【土木】住宅・特定建築物の耐震化率▶住宅：72％（H23）→ 90％（H27） 

▶特定建築物：85％（H24）→ 90％（H27）

【土木】無電柱化の整備延長▶65.0km（H25）→ 74.0km（H30）

【土木】吊り天井が耐震化された県有施設▶0棟（H26）→ 17棟（H32）

【土木】ガス管の耐震化がなされている県営住宅▶385棟（H26）→ 458棟（H32）

※1−2）広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

○　関係機関が連携して護岸補強等ハード対策の着実な推進と津波避難計画の策定等

のソフト対策を組み合わせた対策を進める。例えば、人口・機能が集積する臨海部

産業地域や津波等に対する脆弱性を有する漁業地域において、低頻度大規模津波に

対してハード・ソフト対策等を総合した津波避難対策を検討する。【生活環境部】

【農林水産部】【土木建築部】【教育庁】【警察本部】

○　高潮被害に対して整備を進めていた海岸保全施設について、比較的発生頻度の高

い津波についても、施設整備の推進を図る。【農林水産部】【土木建築部】

○　津波からの避難を確実に行うため、早期避難の意識の醸成、避難場所や避難路の
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確保、避難所の耐震化、避難路の整備に併せた無電柱化などの対策を関係機関が連

携して進める。【生活環境部】【土木建築部】【教育庁】

○　河川・海岸堤防等の整備にあたっては、自然との共生及び環境との調和に配慮す

る。【農林水産部】【土木建築部】

（代表的な指標）

【生環】地域津波避難行動計画を策定した自治会数▶575地区（H26）→644地区（H30）

【農水・土木】海岸保全施設の整備延長▶24.0km（H26）→ 27.6km（H30）

※1−3）異常気象等による度重なる市街地等の浸水

○　水害を未然に防止し、被害を最小限にするために、ハード整備とソフト対策が一

体となった減災体制の確立、及び、自助・共助・公助がバランス良く機能した減災

対策に取り組む。【生活環境部】【農林水産部】【土木建築部】

○　河川改修やダム建設などの施設整備については、コスト縮減を図りながら、投資

効果の高い箇所に重点的・集中的に行う。【農林水産部】【土木建築部】

○　排水機場や管渠等の排水施設の整備を推進する。また、過去に浸水被害が発生し

た河川の浸水被害の解消及び軽減に引き続き取り組む。【土木建築部】

○　これまで関係市町村が洪水ハザードマップを作成・公表するなど洪水被害に対す

る取組を行ってきたが、今後も分かりやすい情報を提供し、県内の市町村や地域が

一体となった洪水避難対策を推進する。また、浸水実績のある地区などを持つ市町

村について、内水ハザードマップの作成・公表の取組を推進する。【土木建築部】

（代表的な指標）

【土木】浸水対策が行われた地区数▶30地区（H26）→ 30地区（H27）

【土木】内水ハザードマップを作成・公表した市町村の数▶5市町（H26）

【土木】洪水ハザードマップを作成・公表した市町村の数▶16市町（H25）

【土木】下水道による都市浸水対策達成率▶48％（H26）→ 52％（H35）

※1−4）大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみ

ならず、後年度にわたり県土の脆弱性が高まる事態

○　火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、ハード対策とソフト対策からなる緊

急対策を迅速かつ効果的に実施し、被害の軽減（減災）を図る。【土木建築部】
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○　火山噴火災害に対して、警戒避難対策の推進、住民等への情報提供等を効果的に

行うため、火山防災協議会における検討を通じて、複数の噴火シナリオの作成、火

山ハザードマップの作成、噴火警戒レベルの設定、避難計画の策定等を推進する。

【生活環境部】【土木建築部】

○　土砂災害のおそれのある区域についての危険周知、警戒避難体制の整備、住宅等

の新規立地の抑制等を行う土砂災害警戒区域の指定の取組を加速する。また、ハー

ド対策として、土砂災害対策事業を着実に進める。【土木建築部】

○　農業用ダムについて、想定される地震動に対し十分な耐震性能を有しているか診

断を行うとともに、施設の維持・補修を計画的に行う。また、ため池の計画的な整

備（ハード事業）を実施するとともに、地域住民と連携したハザードマップ作成等

ソフト施策による減災対策にも取り組み、地域防災力の強化を図る。【農林水産部】

○　山地災害危険地区について、治山施設の整備等の防災減災対策をハード対策・ソ

フト対策を組み合わせて推進する。【農林水産部】

○　災害の発生が懸念される尾根や急傾斜地の人工林を中心に間伐を実施するととも

に、林業適地における植栽や、鳥獣害防止施設等の整備を推進する。【農林水産部】

（代表的な指標）

【農水】農業用ダムの耐震性診断の実施率▶70％（H26）→ 100％（H27）

【農水】ため池のハザードマップを作成した箇所数▶22箇所（H26）→ 24箇所（H27）

【農水】山地災害危険地区の整備地区数▶2,060地区（H26）→ 2,080地区（H27）

【土木】土砂災害危険箇所整備率▶28.7％（H26）→ 32.1％（H36）

【土木】土砂災害警戒区域指定率▶21.3％（H26）→ 100％（H36）

※1−5）情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

○　J アラートや防災行政無線の整備、災害情報共有システム（L アラート）を活用し

た災害情報の提供、警察・消防等の通信基盤・施設の堅牢化・高度化等による、県

民への情報の確実かつ迅速な提供手段の多様化を着実に推進する。併せて、避難行

動の判断に必要となる河川や土砂災害などの防災情報を、迅速かつ的確に情報収

集・県民へ提供するための体制整備を引き続き推進する。【生活環境部】【土木建築

部】【警察本部】

○　多様化が進められている様々な情報収集・提供手段により得られた情報の効果的
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な利活用をより一層充実させるため、これらを担う自主防災組織など地域コミュニ

ティの機能の強化を図る。【福祉保健部】【生活環境部】

（代表的な指標）

【生環】全国瞬時警報システム（Jアラート）を整備した市町村数▶18市町村（H26）

→ 18市町村（H30）

【生環】災害情報共有システム（Lアラート）を導入した市町村数▶18市町村（H26）

→ 18市町村（H30）

【生環】県民安全・安心メールの登録者数▶22,251人（H26）→ 30,000人（H27）

【生環】防災行政無線を整備した市町村数▶17市町村（H26）→ 18市町村（H30）

２  大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療、福祉支援活動等が迅速
に行われる（それがなされない場合の必要な対応を含む）

※2−1）被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

○　陸・海・空の物資輸送ルートを確実に確保するため、輸送基盤の地震、津波、水

害、土砂災害、雪害対策等を着実に進めるとともに、輸送モード間の連携等による

複数輸送ルートの確保を図る。【農林水産部】【土木建築部】

○　発災後の迅速な輸送経路啓開に向けて、関係機関の連携等により装備資機材の充

実、情報収集・共有、情報提供など必要な体制整備を図る。【総務部】【生活環境部】

【農林水産部】【土木建築部】

○　水道施設の耐震化の取組が遅れている市町村に対し、講習会等を開催して、耐震

化診断の取組並びにアセットマネジメント及び水道料金の見直し等による耐震化費

用の確保を指導し、耐震化を促進する。【生活環境部】

○　避難者用の救助物資の備蓄については、平成25 年から29 年の5 カ年計画で整備を

進めているが、備蓄場所が確定していない地域について、早急な取組を図る。【福祉

保健部】

○　大分県石油商業組合と締結した「災害時における被災者の支援及び燃料の優先供

給等に関する基本協定」に基づき、中核給油所（31 箇所）、小口配送拠点（11 箇所）

において、国の補助事業を活用して備蓄体制の整備を進める。【商工労働部】

○　災害時における生活必需物資の不足が発生することがないよう、民間事業者との
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物資調達・供給確保等の協力協定の締結先の更なる拡大を図り、流通在庫備蓄の整

備を進める。併せて、被災地の状況に合わせた円滑かつ的確な支援の実施に向けて、

対応手順等の検討及び官民の関係者が参画する支援物資輸送訓練等により実効性を

高めていく。【福祉保健部】【商工労働部】

○　広域的かつ大規模な災害が発生した場合には、県内で流通在庫備蓄などの物資が

十分に調達できなくなるおそれがあることから、「九州・山口９県災害時応援協定」、

「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」等を適切に運用し、広域

応援による食料や飲料水、生活必需品等の物資を調達・供給する体制整備を図る。

【総務部】【生活環境部】

（代表的な指標）

【福祉】避難者用の現物備蓄物資（主食）充足率▶46％（H26）→ 100％（H29）

【生環】水道施設の基幹管路の耐震化率▶17.6％（H26）→ 20％（H30）

【商労】流通在庫備蓄（災害時における生活必需物資の供給）に関する協定数▶18団

体（H26）

【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）

【土木】重要港湾における港湾BCP策定割合▶80％（H26）→ 100％（H28）

【土木】耐震強化岸壁の整備率▶33％（H26）→ 50％（H31）

2−2）多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

○　道路の防災、震災対策や無電柱化、洪水・土砂災害・津波・高潮・雪害対策など

の取組を進めているが、進捗が途上であること、広域的かつ大規模の災害が発生し

た場合には現状の施策では十分に対応できないおそれがあることなどの課題がある

ため、取組を推進するとともに対応方策の検討を進める。【農林水産部】【土木建築

部】

○　山間地等における避難路や代替輸送路を確保するため、農道は、社会基盤上重要

な施設であり、交通ネットワークを構成する上でも、適正な保全対策が求められる。

特に、農道橋や農道トンネルは耐震点検に着手し、道路網としての役割を維持させ

るための適正な管理及び保全対策に取り組む。また、市町村、森林組合等が管理す

る林道等を把握し活用する取組の推進も必要である。【農林水産部】

○　県都大分市と12 生活圏域の中心都市を結ぶルート等の橋梁の耐震化を進めてきた
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が、今後は、圏域の中心都市と旧町村部を結ぶ緊急輸送道路にある橋梁の耐震化を

推進する。併せて、復旧や救助活動を支援する緊急輸送道路を含む啓開ルートを重

点化して道路法面対策についても推進を図る。【土木建築部】

○　発生した孤立集落を早期に解消するには迅速な道路啓開が必要となるため、大分

県道路啓開計画に基づく地区別実施計画を策定し、事前に整理しておくべき事項を

定めて道路管理者と関係行政機関等で認識・共有を図る。【土木建築部】

（代表的な指標）

【農水】農道・農道橋等の保全対策の進捗率▶70％（H26）→ 100％（H27）

【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶86％（H26）→ 100％（H31）

【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶41％（H26）→ 100％（H30）

※2−3）自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

○　南海トラフ巨大地震のような大規模広域災害時には、国や地方公共団体が協力し、

都道府県単独では対応不可能な広域・甚大な被害に対する迅速、的確な応急活動が

必要となるため、その活動拠点となる防災拠点の各地域ブロックごとの候補施設の

選定を進める。また、これと並行して、広域防災拠点として大分スポーツ公園に持

たせる機能に対応した設備や活動に必要となる資機材の整備を進める。【生活環境部】

○　地域における救助・救急の活動拠点となる警察施設、消防施設について、施設の

耐災害性の強化を図る。【生活環境部】【警察本部】

○　「大分県警察災害派遣隊設置要綱」により、即応部隊（警備部隊等）5 部隊、一

般部隊（特別交通部隊等）6 部隊を編成し、実践に即した訓練を実施しているが、

今後も、各種災害を想定した訓練を継続実施することで災害対応能力を向上させる

とともに、同派遣隊運用等に伴う災害装備の計画的な整備を進める。【警察本部】

○　消防団の体制・装備・訓練の充実強化や、水防団、自主防災組織の充実強化、災

害派遣医療チーム（DMAT）の養成、道路啓開等を担う建設業の人材確保の推進を

図る。加えて、広域かつ大規模な災害の場合、県内の人材だけでは不足することが

考えられるため、県外からの応援部隊・災害ボランティアの受入れ、連携活動の調

整方法などについて事前に明確化しておく。【福祉保健部】【生活環境部】【土木建築

部】

（代表的な指標）
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【生環】地域ブロック活動拠点等（広域防災拠点）の選定数（受援計画の策定）▶0ブ

ロック（H26）→ 6ブロック（H28）

【生環】消防施設の耐震化完了の割合▶77％（H26）→ 95％（H30）

【警察】警察署の耐震化率▶86％（H26）→ 93％（H30）

【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部

隊・一般部隊6部隊を編成（H26）

2−4）救助・救急、医療、福祉支援活動のためのエネルギー供給の長期途絶

○　大分県石油商業組合と締結した「災害時における被災者の支援及び燃料の優先供

給等に関する基本協定」に基づき、中核給油所（31 箇所）、小口配送拠点（11 箇所）

において、国の補助事業を活用して備蓄体制の整備を進める。【商工労働部】

○　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を

促進し、リスクの分散による災害時のエネルギーの確保を図る。【商工労働部】

○　輸送路等インフラの被災によりエネルギー供給を途絶させないため、道路や護岸

等の地震・津波・風水害対策等を着実に推進する。【農林水産部】【土木建築部】

（代表的な指標）

【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）

【商労】再生可能エネルギー供給量▶22,090TJ（H25）

2−5）想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給不足

○　避難者用の救助物資の備蓄については、平成25 年から29 年の5 カ年計画で整備を

進めているが、備蓄場所の選定についても、関係機関と協議を進める。【福祉保健部】

○　帰宅困難者や負傷者の安全を確保するため、一時退避施設として都市公園の整備

を進める。【土木建築部】

○　帰宅するために必要な交通インフラの復旧を早期に実施するため、道路の防災、

震災対策や防災上重要な経路を構成する道路の無電柱化、洪水・土砂災害・津波・

高潮対策等の取組を推進する。【農林水産部】【土木建築部】

（代表的な指標）

【福祉】避難者用の現物備蓄物資（主食）充足率▶46％（H26）→ 100％（H29）

（再掲）
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※2−6）医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医

療機能等の麻痺

○　広域的かつ大規模な災害で多くの県民が負傷した場合においても、応急処置・輸

送・治療能力等が不足することがないよう、広域的な応援体制を含めた適切な医療

機能の提供の在り方について官民が連携して検討を進める。【総務部】【福祉保健部】

【生活環境部】

○　大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供する災害拠点病院の

耐震化を着実に推進する。併せて、災害時医療活動マニュアルの策定や災害に備え

た訓練の実施により、災害拠点病院の機能強化を図る。【福祉保健部】

○　基幹災害拠点病院である県立病院において防災・減災機能（食料・水の確保、浸

水対策など）の強化を図るとともに、災害時に必要な医療を提供できるよう災害対

応訓練の実施等により機能強化を図る。また、災害対策として電子カルテデータを

県外にバックアップするシステムを導入しているが、効果的な運用について検討す

る。【病院局】

○　避難者の生活環境の水準を一定程度維持するため、避難者の特性を踏まえ、避難

所の位置、収容できる人数、必要な資機材や人材の確保、並びに運営や支援の在り

方等について、官民が連携して検討を進める。【福祉保健部】【生活環境部】

○　大規模災害時において被災者に対し適切な福祉支援が行えるよう、市町村の福祉

避難所の指定を推進するとともに、運営や支援のあり方等について、官民が連携し

て検討を進める。【福祉保健部】

○　災害派遣医療チーム（DMAT）は指定目標数に達成しているため、今後は、隊員

の研修により機能強化を図る。併せて、災害発生後、災害拠点病院等に到達できる

よう、無電柱化や港湾施設の耐震化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等の着実な

進捗と支援物資物流を確保する。【福祉保健部】【農林水産部】【土木建築部】

（代表的な指標）

【福祉】大分DMAT隊員登録者数▶300名（H26）→ 300名（H30）

【福祉】災害拠点病院の耐震化率▶92％（H26）→ 100％（H30）（再掲）

【福祉】災害拠点病院のうち災害時医療活動マニュアルを策定している病院の割合▶

100％（H26）→ 100％（H30）

【福祉】災害拠点病院のうち災害実働訓練を実施した病院の割合▶77％（H26）→
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100％（H30）

【福祉】福祉避難所を指定している小学校区の割合▶59％（H26）→ 100％（H30）

2−7）被災地における疫病・感染症等の大規模発生

○　感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から予防接種を促進する。また、災害発

生時に公衆衛生活動を迅速かつ的確に実施するための取組を促進する。【福祉保健部】

○　被災地で地区災害対策本部保健所班が行う公衆衛生活動を支援する災害時公衆衛

生対策チームの派遣体制等について検討を行う。【福祉保健部】

○　下水道施設の耐震化や下水道BCP の策定を着実に推進し、災害時における下水道

機能の継続・早期回復させるための体制づくりを進める。【土木建築部】

（代表的な指標）

【福祉】災害時公衆衛生対策チームの体制整備・研修実施▶1回／年（H26）

【福祉】予防接種法に基づく予防接種率▶麻しん：96.5％（H26）

▶風しん：96.5％（H26）

【土木】下水道施設の耐震化、耐津波対策に着手した市町村数▶2市町（H26）

【土木】下水道BCPを策定した市町村数▶3市町（H26）

３  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

3−1）被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化、信号機の全面停止

等による重大交通事故の多発

○　警察施設の耐災害性を強化するとともに、治安の確保に必要な体制、装備資機材

の充実強化を図る。【警察本部】

○　公共の安全と秩序の維持を図るため、各種災害を想定した訓練の継続実施により

災害対応能力の強化を図る。【警察本部】

○　停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交通事故を回避するため、

自起動式発動発電機及び可搬式発動発電機を計画的に整備していく。【警察本部】

（代表的な指標）

【警察】警察署の耐震化率▶86％（H26）→ 93％（H30）（再掲）

【警察】合同訓練、災害現場に即した環境での体系的・段階的な訓練の実施▶適宜実施
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【警察】自起動式発動発電機の整備台数▶28台（H26）→ 70台（H34）

【警察】可搬式発動発電機の整備台数▶42台（H26）→ 59台（H34）

※3−2）行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

○　県の機能確保はレジリエンスの観点から極めて重要であり、いかなる大規模自然

災害発生時においても、必要な機能を維持する必要があることから、大分県業務継

続計画（本庁版BCP・地域版BCP）の毎年度の見直しにより、業務立ち上げ時間の

短縮や発災直後の業務レベルの維持向上を図る。併せて、市町村版BCP 作成を促進

する。【生活環境部】【総務部】

○　防災拠点施設としての業務継続の必要性が重要であることから、県庁舎及び地方

総合庁舎等の耐震化など耐災害性の強化を図る。【土木建築部】

○　電力供給遮断などの非常時に、避難住民の受入れを行う避難所や防災拠点、公共

施設等において必要不可欠な電力を確保する。【商工労働部】

○　南海トラフ地震のような大規模災害発生時においても、警察、消防機能を十分機

能させるため、警察施設、消防施設の耐震化を推進する。【生活環境部】【警察本部】

○　大分県石油商業組合と締結した「災害時における被災者の支援及び燃料の優先供

給等に関する基本協定」に基づき、中核給油所（31 箇所）、小口配送拠点（11 箇所）

において、国の補助事業を活用して備蓄体制の整備を進める。【商工労働部】

○　行政機関の職員・施設そのものの被災だけでなく、周辺インフラの被災によって

も機能不全が発生する可能性があるため、道路の防災、震災対策や緊急輸送道路の

無電柱化、港湾施設の耐震・耐津波性能の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策

等を着実に推進する。【農林水産部】【土木建築部】

○　県有施設の吊り天井の耐震化を行うことにより、施設利用者の安全を確保する。

【土木建築部】

（代表的な指標）

【生環】大分県業務継続計画の見直し▶毎年度の見直し

【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）

【土木】防災拠点施設の設備防災対策棟数▶9棟（H26）→ 15棟（H28）
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４  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

※4−1）情報通信の麻痺・長期停止

○　災害時に必要最低限の情報通信を確保するため、県と市町村を高速・大容量の光

ファイバーで結ぶ「豊の国ハイパーネットワーク」について、ケーブルの地中化や

被災想定箇所の迂回経路の構築を推進しているところであるが、架空区間は引き続

き災害による断線が想定されるため、管路が整備された区間については積極的に地

中化を進める。【商工労働部】

○　電力等の長期供給停止を発生させないように、道路の無電柱化や洪水・土砂災

害・津波・高潮対策等の地域の防災対策を着実に推進する。【農林水産部】【土木建

築部】

○　市町村が実施する移動通信用鉄塔施設整備事業に要する経費の一部を助成し、携

帯電話の不感地域の解消を図る。【商工労働部】

○　テレビ・ラジオ放送が中断した際にも、情報提供が出来るよう代替手段の整備や

その基盤となる情報共有システム（L アラート）の活用を図る。【生活環境部】

（代表的な指標）

【生環】災害情報共有システム（Lアラート）を導入した市町村数▶18市町村（H26）

→ 18市町村（H30）（再掲）

５  大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）
を機能不全に陥らせない

5−1）サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下

○　大規模自然災害発生時にサプライチェーンを確保するためには企業毎のBCP 策定

に加え、企業が連携したBCP の策定への取組が必要であるが、例えば、石油化学業

界における産業保安のための施策の実施計画の策定の開始など、その取組は緒に就

いたばかりであるので、関係機関及び民間も含めて幅広く連携し、効率的に進める。

【商工労働部】

○　企業のBCP については、大企業では22 ％、中小企業では4 ％にとどまっている

（H23）ため、策定を促進し、その実効性を向上させるため、引き続きBCPの重要性
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の周知及び商工団体等と連携した策定支援を行う。【商工労働部】

○　物流の拠点となる重要港湾5 港（中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港）

について、迅速な復旧に必要な体制整備等を定めた港湾BCP の策定に取り組む。

【土木建築部】

○　南海トラフ地震等の大規模地震発生時に、地域の物流幹線に対する道路啓開を迅

速に実施する上で必要な体制を確立させるため、大分県道路啓開計画に基づく地区

別実施計画を策定し、事前に整理しておくべき事項を定めて道路管理者と関係行政

機関等で認識・共有を図る。【土木建築部】

○　道路の防災、震災対策や無電柱化、港湾施設の耐震・耐波性能の強化、洪水・土

砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する。【農林水産部】【土木建築部】

（代表的な指標）

【商労】大企業及び中小企業のBCPの策定割合▶大企業：22％（H23）→100％（H27）

▶中小企業：4％（H23）→ 10％（H27）

【土木】重要港湾における港湾BCP策定割合▶80％（H26）→ 100％（H28）（再掲）

5−2）社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

○　大分県石油商業組合と締結した「災害時における被災者の支援及び燃料の優先供

給等に関する基本協定」に基づき、中核給油所（31箇所）、小口配送拠点（11箇所）

において、国の補助事業を活用して備蓄体制の整備を進める。【商工労働部】

○　燃料供給ルートを確実に確保するため、輸送基盤の地震、津波、水害、土砂災害、

雪害対策等を着実に進める。【農林水産部】【土木建築部】

○　大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図るとともに、協議会の活

動を通じた強靱化と競争力強化についての勉強会の実施や企業が連携したBCP の策

定、また、国施策の情報共有等を図り、国の事業を活用して施設の耐震化等の取組

を進める。【商工労働部】

○　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を

促進し、リスクの分散による災害時のエネルギーの確保を図る。【商工労働部】

（代表的な指標）

【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）

【商労】再生可能エネルギー供給量▶22,090TJ（H25）（再掲）
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※5−3）コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

○　コンビナート等に関する施設整備は、官民含め複数者が保有・管理していること

から、官民の連携・役割分担のもと一体的かつ効果的な取組により、防護機能の強

化を図る。【生活環境部】【商工労働部】【土木建築部】

○　石油コンビナート地区の災害発生及び拡大防止等を図るため「大分県石油コンビ

ナート等防災計画」に基づき、背後地区住民を含めた実践的な総合防災訓練を実施

するとともに、地震や津波による被害を最小化するため、国の事業を活用して屋外

貯蔵タンクや高圧ガス設備等の耐震化の促進を図る。【生活環境部】

○　大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図るとともに、協議会の活

動を通じた強靱化と競争力強化についての勉強会の実施や企業が連携したBCP の策

定、また、国施策の情報共有等を図り、国の事業を活用して施設の耐震化等の取組

を進める。【商工労働部】

○　コンビナートに係る民間保有を含む護岸や堤防等の強化等の地震・津波対策を着

実に推進する。【土木建築部】

（代表的な指標）

【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）

※5−4）広域交通ネットワークが分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機

能停止

○　災害時の輸送の代替性を確保するため、高速道路の4 車線化や地域高規格道路の

整備、海上輸送拠点である港湾の整備など、広域交通網の着実な整備を推進する。

併せて、東九州新幹線の整備計画路線への格上げに向けた取組を強化する。【企画振

興部】【土木建築部】

○　緊急輸送道路上の橋梁の耐震化や最優先啓開ルート上の道路法面対策など、交通

施設分断を防ぐ周辺の対策は進捗途上にあるため、それらの対策を着実に進める。

【土木建築部】

○　物流の拠点となる港湾施設の迅速な航路啓開を図るため、重要港湾５港（中津港、

別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCP の策定を進める。【土木建築部】

○　道路の防災、震災対策や無電柱化、鉄道施設の耐震対策、港湾施設の耐震・耐波

性能の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する。【農林水産部】
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【土木建築部】

○　地域の物流幹線に対する道路啓開を迅速に実施するため、「大分県道路啓開計画」

に基づく地区別実施計画の策定を進める。【土木建築部】

○　県内の主要駅（1 日あたり乗降者が1 万人以上）の耐震化を推進する。【企画振興

部】

（代表的な指標）

【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上）▶1駅（H26）→ 2

駅（H31）（再掲）

【土木】地域高規格道路の整備延長▶67km（H26）→ 100km（H36）

【土木】重要港湾における港湾BCP策定割合▶80％（H26）→ 100％（H28）（再掲）

【土木】耐震強化岸壁の整備率▶33％（H26）→ 50％（H31）（再掲）

【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶86％（H26）→100％（H31）（再掲）

【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶ 41％（H26）→ 100％（H30）

（再掲）

5−5）食料等の安定供給の停滞

○　大規模自然災害の発生時を想定した、食料等の供給・確保に関する脆弱性の評価、

食品産業事業者や施設管理者のBCP 策定等について、取組の強化を図る。【商工労

働部】【農林水産部】

○　災害等の応急時に、食料や水等の供給をスムーズに行えるよう、関係団体と協定

を締結し、更に連絡先リストを作成し、毎年更新しているところであるが、大規模

災害時に関係団体と連絡不通となるおそれもあるため、その場合を想定した対応の

検討を進める。【農林水産部】

○　災害発生後も水産業が継続・早期再開できるよう、県管理拠点漁港における耐

震・耐津波性の向上に必要となる対策工事を進める。【農林水産部】

○　農業水利施設の老朽化に加え、管理する水利組合及び土地改良区等の経営基盤の

脆弱化により、適正な維持管理が困難な状況になりつつあるため、機能保全計画に

基づき、計画的な施設の更新や長寿命化対策を行い、その解消を図る。【農林水産部】

○　川上から川下までサプライチェーンを一貫して途絶させないために、港湾・道

路・空港等、各々の災害対応力を強化するだけでなく、輸送モード相互の連結性を
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向上させる。【農林水産部】【土木建築部】

○　農道は、社会基盤上重要な施設であり、交通ネットワークを構成する上でも、適

正な保全対策が求められる。特に、農道橋や農道トンネルは耐震点検など道路網と

しての役割を維持させるための適正な管理及び保全対策に取り組む。【農林水産部】

（代表的な指標）

【農水】県管理拠点漁港における耐震・耐津波の機能診断完了率▶60％（H26）→

100％（H28）

【農水】農業水利施設長寿命化計画の策定箇所数▶264箇所（H26）→ 268箇所（H27）

【農水】多面的機能支払交付金の協定面積▶20,514ha（H26）→ 22,000ha（H27）

【農水】農道・農道橋等の保全対策率▶70％（H26）→ 100％（H27）（再掲）

６  大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、
ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これら
の早期復旧を図る

※6−1）電力供給ネットワークや石油・LPガスサプライチェーンの機能の停止

○　「大分県石油コンビナート等防災計画」に基づいた実践的な総合防災訓練の実施

により、関係機関の連携強化と災害対応能力の向上を図るとともに、地震や津波に

よる被害を最小化するため、国の事業を活用して屋外貯蔵タンクや高圧ガス設備等

の耐震化の促進を図る。【生活環境部】

○　大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図るとともに、協議会の活

動を通じた強靱化と競争力強化についての勉強会の実施や企業が連携したBCP の策

定、また、国施策の情報共有等を図り、国の事業を活用して施設の耐震化等の取組

を進める。【商工労働部】

○　非常時の迅速な石油の海上輸送経路啓開に向けて、大分港の港湾BCP と製油所の

BCP を整合を取って策定する。【土木建築部】

○　コンビナートに係る民間保有を含む護岸や堤防等の強化等の地震・津波対策を着

実に推進する。【土木建築部】

○　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を

促進し、リスクの分散による災害時のエネルギーの確保を図る。【商工労働部】
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○　企業局の電気事業における地震対策として、主な建物・水管橋に続いて、今後は

水路工作物について優先度の高いものから順次耐震化を進める。【企業局】

（代表的な指標）

【商労】再生可能エネルギー供給量▶22,090TJ（H25）（再掲）

【土木】製油所を考慮した港湾BCP策定割合（大分港）▶ 0％（H26）→ 100％（H28）

（再掲）

【企業局】電気事業における既存施設（主な建物・水管橋）の耐震化率▶81％（H26）

→ 90％（H29）

【企業局】電気事業における既存施設（水路工作物）の耐震照査率▶10％（H26）→

100％（H33）

6−2）上水道等の長期間にわたる供給停止

○　水道施設の耐震化の取組が遅れている市町村に対し、講習会等を開催して、耐震

化診断の取組並びにアセットマネジメント及び水道料金の見直し等による耐震化費

用の確保を指導し、耐震化を促進する。【生活環境部】

○　工業用水道事業における地震（津波）対策として、主な建物・水管橋に続いて、

今後は主な構築物を中心に優先度の高いものから耐震診断、設計及び工事を順次実

施していく。【企業局】

○　大分工業用水道が管理する3 系統5 本の隧道について、地震崩落等の災害時にも給

水停止を発生させない円滑な水運用を行うため、揚水隧道の2 条化等によるネット

ワ−ク化など最適なネットワ−ク水運用システムの構築を進める。【企業局】

（代表的な指標）

【生環】水道施設の基幹管路の耐震化率▶17.6％（H25）→ 20％（H30）（再掲）

【企業局】工業用水道事業における既存施設（主な建物・水管橋・構築物）の耐震化率

▶24％（H26）→ 65％（H33）

【企業局】工業用水道の給水ネットワーク再構築における完了する工事等▶20％（H26）

→ 100％（H28）

6−3）汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

○　下水道施設（処理場、主要な管渠等）の耐震化・耐津波対策に着手し、被災時の
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公衆衛生を確保する。【土木建築部】

○　下水道BCP の策定を着実に推進し、災害時における下水道機能の継続・早期回復

させるための体制づくりを進める。【土木建築部】

○　農業集落排水施設の老朽化に対する機能診断を速やかに実施し、これに基づく老

朽化対策、耐震化を着実に進める。【土木建築部】

○　浄化槽について、老朽化した単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄化槽への

転換を促進する。また、設置・管理状況を把握するため、浄化槽管理台帳システム

の整備を進める。【土木建築部】【生活環境部】

（代表的な指標）

【土木】下水道施設の耐震化、耐津波対策着手市町村数▶2市町（H26）（再掲）

【土木】下水道BCP策定済市町村数▶3市町（H26）（再掲）

※6−4）地域交通ネットワークが分断する事態

○　地域の輸送ルートを確実に確保するため、地震、津波、水害、土砂災害、雪害対

策等や老朽化対策を着実に進めるとともに、輸送モード間の連携等による複数輸送

ルートの確保を図る。【農林水産部】【土木建築部】

○　県内の主要駅（1 日あたり乗降者が1 万人以上）の耐震化を推進する。【企画振興

部】

○　農道や林道は、農産物流通の合理化、地域間の交流、生活環境の改善などにより、

農村・山間地域の活性化に寄与するとともに、防災・震災対策としても、迂回路と

しての利用が可能となるため、今後も、整備を推進する。【農林水産部】

○　農道は、社会基盤上重要な施設であり、交通ネットワークを構成する上でも、適

正な保全対策が求められる。特に、農道橋や農道トンネルは耐震点検など道路網と

しての役割を維持させるための適正な管理及び保全対策に取り組む。【農林水産部】

○　地域の日常生活や地域間連携を確保するため、県外とを結ぶ広域支援ルートを含

む広域交通網に接続し、集落間ネットワークも担う国・県道の整備を推進する。【土

木建築部】

○　緊急輸送道路上の橋梁の耐震化や最優先啓開ルート上の道路法面対策など、交通

施設分断を防ぐ周辺の対策は進捗途上にあるため、それらの対策を着実に進める。

【土木建築部】

−22−



（代表的な指標）

【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上）▶1駅（H26）→ 2

駅（H31） （再掲）

【農水】農道の整備延長▶5,766km（H25）→ 5,700km（H27）

【農水】林道等の整備延長▶2,414km（H26）→ 2,490km（H27）

【農水】農道・農道橋等の保全対策率▶70％（H26）→ 100％（H27）（再掲）

【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶86％（H26）→ 100％（H31）（再

掲）

【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶41％（H26）→ 100％（H30）（再

掲）

７  制御不能な二次災害を発生させない

7−1）市街地での大規模火災の発生

○　警察、消防等の体制・装備資機材や訓練環境等の更なる充実強化・整備により、

大規模地震災害など過酷な災害現場での救助活動能力を高めるとともに、通信基

盤・施設の堅牢化・高度化等を推進する。また、消防団、自主防災組織の充実強化、

災害派遣医療チーム（DMAT）の養成等、ハード・ソフト対策を組み合わせて横断

的取組を進める。【福祉保健部】【生活環境部】【土木建築部】【警察本部】

○　大規模な火災の可能性がある重点密集市街地等において、防災拠点へのアクセス

強化のため、都市の骨格となる街路等の整備を進める。また、避難場所となる都市

公園の計画的な更新・補修を行うとともに、老朽住宅の建替えを促進し、安全・安

心な都市空間の形成を図る。【企画振興部】【土木建築部】

○　大規模災害に即した訓練を継続している大分県警察の即応部隊（警備部隊等）５

部隊、一般部隊（特別交通部隊等）6 部隊で編成した派遣隊運用等に伴う災害装備

の計画的な整備を進める。【警察本部】

（代表的な指標）

【企画】改善した重点密集市街地の面積▶15.2ha(H26）→ 26ha（H30）（再掲）

【生環】全国瞬時警報システム（Jアラート）を整備した市町村数▶18市町村（H26）

→ 18市町村（H30）（再掲）
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【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部

隊・一般部隊6部隊を編成（H26）（再掲）

7−2）海上・臨海部の広域複合災害の発生

○　石油コンビナート地区の災害の発生及び拡大防止等を図るため「大分県石油コン

ビナート等防災計画」に基づいて、背後地区住民も含めた実践的な総合防災訓練等

を官民が連携し実施する。【生活環境部】

○　地震や津波による被害を最小化するため「大分コンビナート企業協議会」を通じ

た企業間の連携を図りながら、国の事業を活用して屋外貯蔵タンクや高圧ガス設備

等の耐震化の促進を図る。併せて、国・県・民間が連携しコンビナートに係る護岸

や堤防等の強化等の地震・津波対策を着実に推進する。【生活環境部】【商工労働部】

【土木建築部】

○　比較的発生頻度の高い津波に対応した海岸保全施設の整備を促進するとともに、

津波遡上シミュレーションや耐震性能照査等に基づく粘り強い構造を基本とした海

岸堤防や河川堤防、河川管理施設の津波対策、地震・液状化対策を検討する。【土木

建築部】

○　大規模津波によりコンテナ、自動車、船舶、石油タンク等が流出し二次災害を発

生させないため、漂流物防止対策を推進する。【生活環境部】【土木建築部】

○　災害発生後も水産業が継続・早期再開できるよう、県管理拠点漁港における耐

震・耐津波性の向上に必要となる対策工事を推進する。【農林水産部】

○　大規模災害に即した訓練を継続している大分県警察の即応部隊（警備部隊等）５

部隊、一般部隊（特別交通部隊等）６部隊で編成した派遣隊運用等に伴う災害装備

の計画的な整備を進める。【警察本部】

（代表的な指標）

【農水】県管理拠点漁港における耐震・耐津波の機能診断完了率▶60％（H26）→

100％（H28）（再掲）

【農水・土木】海岸保全施設の整備延長▶24.0km（H26）→ 27.6km（H30）（再掲）

【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊５部

隊・一般部隊6部隊を編成（H26）（再掲）
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7−3）沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

○　沿線・沿道の建物倒壊による被害、交通麻痺を回避する観点から、国・県・市町

村、民間が連携した取組を強化する。また、被害により人材、資機材、通信基盤を

含む行政機能が低下し、災害時における救助、救急活動等が十分になされない事態

を避けるため、それらの耐災害性の向上を図る。【土木建築部】

○　住宅・建築物の耐震化について、県民の耐震化に対する認識を向上するための啓

発活動や、補助制度による耐震診断・耐震改修の経済的負担を軽減するための支援

などの対策に取り組む。【土木建築部】

○　沿線・沿道の建物倒壊による被害、交通麻痺を回避する観点から、耐震診断が義

務付けられる建築物を指定するとともに、耐震改修について官民が連携した取組を

進める。また、宅地危険度判定士・被災建築物応急危険度判定士など災害時に必要

となる人材の育成確保、電柱倒壊による信号機の停止を回避する対策などにも取り

組む。【土木建築部】【警察本部】

（代表的な指標）

【土木】住宅・特定建築物の耐震化率▶住宅：72％（H23）→ 90％（H27）（再掲）

▶特定建築物：85％（H24）→ 90％（H27）（再掲）

【警察】自起動式発動発電機の整備台数▶28台（H26）→ 70台（H34）（再掲）

【警察】可搬式発動発電機の整備台数▶42台（H26）→ 59台（H34）（再掲）

※7−4）ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

○　築造年代が古く、大規模地震や台風・豪雨等により決壊した場合には下流の人家

等に影響を与えるリスクの高い農業用ため池について、堤体の耐震調査を行い、そ

の結果に基づく対策を実施する。【農林水産部】

○　農業用ダム等の農業水利施設の機能保全計画、砂防設備・河川管理施設の長寿命

化計画に基づく更新や改修が必要であるが、想定する計画規模に対する対策に時間

を要する面もあり、また想定規模以上の地震等では対応が困難となり大きな人的被

害が発生するおそれがあるため、市町村・地域住民と連携し、ハザードマップ作成

などのソフト対策とハード対策を適切に組み合わせた対策に取り組む。【農林水産部】

【土木建築部】

（代表的な指標）
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【農水】ため池の改修箇所数▶502箇所（H26）→ 510箇所（H27）

【農水】ため池のハザードマップを作成した箇所数▶22箇所（H26）→ 24箇所（H27）

（再掲）

【農水】農業用ダムの耐震診断の実施率▶70％（H26）→ 100％（H27）（再掲）

7−5）有害物質の大規模拡散・流出

○　有害物質の大規模拡散・流出等を防止するための資機材整備・訓練の実施や、大

規模拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止するため、事故発生を想

定したマニュアルの整備を促進するなど、引き続き関係機関が連携して取組を行う。

【生活環境部】

○　石油コンビナート地区の災害の発生及び拡大防止等を図るため「大分県石油コン

ビナート等防災計画」に基づき、官民による総合防災訓練を毎年実施するとともに、

コンビナート協議会を通じて企業間の連携を図りながら、国の事業を活用して施設

の耐震化に努める。【生活環境部】【商工労働部】

○　地震や津波によるコンビナートの屋外貯蔵タンクからの油流出・高圧ガス等の漏

洩を防止するための施設耐震化、老朽化した休廃止鉱山の坑廃水処理施設の修繕等

を計画的に実施する。【商工労働部】

○　近隣の原発施設の過酷事故による原子力災害に対して、本県における原子力防災

の基本的事項を定めた地域防災計画（事故等災害対策編）に基づき、各関係機関は

実施要領などを定め、具体的な対策を推進する。【生活環境部】

（代表的な指標）

【生環】総合防災訓練の実施▶毎年実施

7−6）農地・森林等の荒廃による被害の拡大

○　中山間地域の農村集落について、地域コミュニティを最大限に活用し、農業・農

村が有する国土保全、水源かん養、景観など多面的機能の持続的な発揮を図る。併

せて、地域の主体性・協働性を活かした地域コミュニティ等による自立的な防災・

復旧活動の体制整備を推進する。【農林水産部】

○　森林が有する国土保全機能（土砂災害防止、洪水緩和等）の維持、集中豪雨の発

生頻度の増加等による山地災害の発生リスクを軽減させるため、地域コミュニティ
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等との連携を図りつつ、森林の機能が適切に発揮されるための総合的な対応として、

間伐を継続して実施するとともに、林業適地における植栽や、鳥獣害防止施設等の

整備を推進する。また、治水・治山施設の整備等の防災減災対策をハード・ソフト

を組み合わせて推進する。【農林水産部】【土木建築部】

○　山間地等における避難路や代替輸送路を確保するため、市町村、森林組合等が管

理する林道等を把握し活用する取組を促進する。【農林水産部】

（代表的な指標）

【農水】ため池の改修箇所数▶502箇所（H26）→ 510箇所（H27）（再掲）

【農水】多面的機能支払交付金の協定面積▶20,514ha（H26）→ 22,000ha（H27）

（再掲）

【農水】林道等の整備延長▶2,414km（H26）→ 2,490km（H27）（再掲）

【農水】山地災害危険地区の整備地区数▶2,060地区（H26）→ 2,080地区（H27）

（再掲）

８  大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復
できる条件を整備する

8−1）災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　災害廃棄物の仮置場候補地を選定していない市町村に対する指導・助言を継続し、

仮置場の確保を促進する。【生活環境部】

○　災害廃棄物処理計画の策定に併せて広域処理体制を構築する。【生活環境部】

（代表的な指標）

【生環】災害廃棄物仮置場候補地の選定市町村数▶4市町村（H26）→ 18市町村（H27）

【生環】広域処理体制の構築▶平成27年度処理計画策定予定

8−2）道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、

地域に精通した技術者等）の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　南海トラフ地震等の大規模地震発生時に、救命・救助活動部隊の現地入りや緊急

物資の輸送を行うため、道路啓開を迅速に実施する上で必要な体制を確立させるた

め、大分県道路啓開計画に基づく地区別実施計画を策定し、事前に整理しておくべ
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き事項を定めて道路管理者と関係行政機関等で認識・共有を図る。【土木建築部】

○　建設関係団体と締結している協定の実効性を高めるため、建設関係事業者のBCP

策定、道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、

地域に精通した技術者等）の育成の視点に基づく横断的な取組を進める。【土木建築

部】

○　地震・津波、土砂災害、雪害等の災害時に道路啓開等を担う建設業においては、

若年入職者の減少、技能労働者の高齢化の進展等による担い手不足が懸念されてい

ることから、担い手確保・育成の観点から就労環境の改善等を図る取組を行う。ま

た、建設機械の自社保有からレンタルへの移行が進んでおり、災害時における円滑

な応急復旧活動に支障が出るおそれがあることから、その改善を図る取組を進める。

【土木建築部】

○　広域的かつ大規模な災害が発生した場合、被災自治体の対応力を超える復旧・復

興事業が発生し、復旧・復興が大幅に遅れる事態が生じるおそれがあることから、

「九州・山口９県災害時応援協定」、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関

する協定」等を適切に運用し、職員派遣の広域応援により復旧・復興を円滑に進め

るための体制整備を図る。【総務部】【生活環境部】

（代表的な指標）

【総務・生環】広域的な応援体制の構築　受援計画の策定▶0ブロック（H26）→ 6ブ

ロック（H28）

【土木】高校生向け建設業会社説明会の開催▶１回/年（H27）

※8−3）地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事

態

○　災害時の対応力を向上するために、必要なコミュニティ力を構築する。市町村と

連携して、自主防災組織の結成を促進するとともに、避難マップの作成、避難訓練

や防災学習の実施などを通じた地域づくり活動等を活性化するための支援等の取組

の充実を図る。また、防災意識の啓発や避難訓練等、自主防災活動の要となる防災

士の継続した養成・育成を推進する。【生活環境部】

○　大規模災害に即した訓練を継続している大分県警察の即応部隊（警備部隊等）５

部隊、一般部隊（特別交通部隊等）６部隊で編成した派遣隊運用等に伴う災害装備
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の計画的な整備を進める。【警察本部】

○　地域防災力の中核として「地域密着性・要員動員力・即時対応力」を有する消防

団の充実を事業所等と連携して強化を図るとともに、大規模災害に対応するため、

市町村の区域を越えた広域的な消防相互支援体制の充実強化を図る。【生活環境部】

（代表的な指標）

【生環】自主防災組織率▶93.96％（H26）→ 97％（H30）

【生環】自主防災組織避難訓練等実施率［津波浸水想定区域］▶44.3％［75.5％］

（H26）→ 90％［100％］（H30）

【生環】自主防災組織等（住民30人以上）への防災士確保割合▶65.9％（H26）→

100％（H30）

【生環】自主防災組織等（住民30人以上）への女性防災士確保割合▶10.3％（H26）

→ 10％（H30）

【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部

隊・一般部隊6部隊を編成（H26）（再掲）

8−4）高速道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　地震、津波、火山噴火等に関する被害想定、幹線が分断するリスク想定などの想

定精度の向上を図る。【企画振興部】【土木建築部】

○　緊急輸送道路上の橋梁耐震化や道路法面対策の推進、主要な駅や緊急輸送道路と

交差する鉄道施設の耐震対策促進、耐震強化岸壁の整備促進を図っているが、これ

らの基幹インフラの計画規模を超える広域的な損壊により復旧・復興が大幅に遅れ

る事態を想定した対策について、庁内横断的に、国・市町村等とも連携して総合的

に取組を進める。【企画振興部】【土木建築部】

○　施設整備が途上であることが多いこと、災害には上限がないこと、復旧・復興に

は様々な機関が関係することから、関係機関が連携してハード対策の着実な推進と

警戒避難体制整備等のソフト対策を組み合わせた対策を着実に進める。【企画振興部】

【土木建築部】

○　重要港湾５港（中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCPの策定

を進める。【土木建築部】

（代表的な指標）
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【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上）▶1駅（H26）→ 2

駅（H31）（再掲）

【土木】地域高規格道路の整備延長▶67km（H26）→ 100km（H36）（再掲）

【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶86％（H26）→ 100％（H31）（再

掲）

【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶41％（H26）→ 100％（H30）

（再掲）

【土木】耐震強化岸壁の整備率▶33％（H26）→ 50％（H31）（再掲）

【土木】重要港湾における港湾BCPの策定率▶80％（H26）→ 100％（H28）（再掲）

8−5）広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　浸水実績のある地区などを持つ市町村について、内水ハザードマップの作成・公

表を促進する。【土木建築部】

○　過去に浸水被害が発生した河川の浸水被害の解消及び軽減、揚水機場や管渠等の

排水施設の整備について、引き続き取組を推進する。【農林水産部】【土木建築部】

○　比較的発生頻度の高い津波に対応した海岸保全施設の整備を促進するとともに、

津波遡上シミュレーションや耐震性能照査等に基づく粘り強い構造を基本とした海

岸堤防や河川堤防、河川管理施設の津波対策、地震・液状化対策について検討を進

める。【農林水産部】【土木建築部】

（代表的な指標）

【農水・土木】海岸保全施設の整備延長▶24.0km（H26）→ 27.6km（H30）（再掲）

【土木】下水道による都市浸水対策達成率▶48％（H26）→ 52％（H35）（再掲）

【土木】内水ハザードマップを作成・公表した市町村の数▶5市町（H26）（再掲）

【土木】浸水対策が行われた地区数▶30地区（H26）→ 30地区（H27）（再掲）

【プログラム共通的事項に係る推進方針】

１  リスクコミュニケーション（情報の共有、教育・訓練・啓発等）

○　自助、共助、公助の理念に基づき、国、県、市町村、民間事業者、関係団体、住
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民などあらゆる主体が連携・協働した自発的な取組を双方向のコミュニケーション

により促進する。また、全ての世代を通じて生涯にわたり国土強靱化に関する教育、

訓練、啓発を実施することにより、地域のリスクを正しく認知・共有し、強靱な地

域社会を築き、被害を減少させる。

○　未来を担う子どもたちが、人の命の尊さ、災害から生き残る術、困っている人を

助けることや人と人のつながり絆の大切さを学ぶことができる防災教育の一層の充

実を図る。

○　リスクコミュニケーションを進める上で基本となる地域コミュニティにおいては、

住民の社会的な関わりの増進及び地域力を強化することが、女性、高齢者、子ども、

障がい者、観光客、外国人等への配慮を含めた住民同士の助け合い・連携による災

害対応力の向上、災害後の心のケアにつながることを重視し、必要な取組を推進す

る。また、防災ボランティア等による地域を守る組織、団体の後方支援等を含む主

体的な活動を促進する。

２ 地域の生活機能維持・地域の活性化

○　少子高齢化・人口減少社会が進展し、集落機能の維持が困難となり、地域防災

力・活動力の低下が懸念されるため、集落同士をネットワークで結び、集落の内外

で人が行き交い、助け合い、個々の機能を分担・補完し合う「ネットワーク・コミ

ュニティ」を実現する必要がある。このため、地域公共交通の確保・維持や道路整

備等による地域生活交通システムを形成する。また、必要に応じて各集落にある生

活拠点の多機能化を図ることとし、柔軟な発想や規制緩和により、少子化で廃校と

なった校舎を活用したコミュニティ・ビジネスや、平時は地区の集会所として活用

する避難所の整備、道の駅の機能強化などを実施する。

○　若者の定住やUIJ ターンを促進するため、地域資源を活用した産業振興による就

労の場の確保や、空き家の活用等による住環境の整備を図るとともに、子どもたち

に郷土の自然・歴史・文化・偉人の素晴らしさを伝え地域を愛する心を育むことに

努める。

○　災害に強い人づくり・地域づくりは地域の活力強化にもつながる。平常時・非常

時を問わずその地域に密着し、住民の安心と安全を守るという重要な役割を担う消
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防団の体制・装備・訓練を充実強化する。また、少子高齢化・人口減少等に伴い、

地域防災の担い手を確保することが困難となっている。このため、地域おける防災

意識の啓発活動や避難訓練の企画・実施において中心的な役割を果たすなど自主防

災組織の活動の要となる防災士を養成するとともに、スキルアップ研修の充実やネ

ットワーク化により防災士の活動しやすい環境づくりを進めるなど、市町村と連携

して自主防災組織の活性化・機能強化に取り組む。また、集落の孤立を防ぐ道路防

災対策や急傾斜地崩壊対策事業など、県民の命と暮らしを守る社会資本整備を推進

する。

３ 老朽化対策

○　高度成長期以降に集中的に整備された公共施設等が、今後、一斉に老朽化するこ

とを踏まえ、県民の命を守るとともに、必要な行政・経済社会システムが機能不全

に陥らないようにする観点から、中長期的なトータルコストの縮減・平準化を図り

つつ、公共施設等の適切な維持管理・更新等を実施する。

○　特に、県民生活や地域の経済活動の基盤である道路や橋梁等の公共インフラ施設

については、施設の状態を的確に把握し、計画的かつ戦略的に維持管理を行うため、

施設の点検を着実に進め、対策の内容や時期等を長寿命化計画（個別施設計画）と

して策定し、計画に基づき適切なタイミングで補修等を実施、そして、それらを台

帳で管理するといったアセットマネジメントの取組を着実に推進する。併せて、維

持管理に係る技術者の育成等体制面の整備も図る。

注１）代表的な指標として掲載した現状値は、（ ）内の年度末時点で把握されている

ものである。
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第３章　プログラム推進のための主要施策

第２章の各プログラムの推進計画に基づき、特に取り組むべき個別施策分野、横断

的分野の具体的施策は、次のとおりである。

なお、これらの実施に当たっては、「起きてはならない最悪の事態」を回避する効果

をできるだけ早期に高めていくため、ハード対策とソフト対策の適切な組合せ、国・

市町村・民間等との連携等に留意するものとする。

１ 個別施策分野

プログラムを構成する「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策は、

複数の事態の回避に資することが多いことから、ここでは、重複排除や実効性の観点

から、施策分野ごとに整理した。

（１）行政機能／警察・消防等

《行政機能》

○大分県業務継続計画の実施及び見直し【生活環境部（総務部）】

・　大分県業務継続計画（本庁版BCP・地域版BCP）の毎年度の見直しにより、業

務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの維持向上を図る。

・　市町村版BCP 作成を促進する。

○県庁舎（本館、新館、別館）での防災総合訓練の実施【会計管理局】

・　県庁舎において自衛消防隊による自衛消防活動と職員の避難行動訓練を毎年実

施する。

○県有施設の建築設備防災対策【土木建築部】

・　県庁舎及び地方総合庁舎等の設備関係の耐震化を引き続き進める。

・　津波対策としての県庁舎新館及び別館の受変電設備の高架化などを進める。

○県有施設の吊り天井耐震化対策【土木建築部】

・　県有施設の天井材の落下防止対策において、施設の利用状況に即した改修方法

の検討を進める。
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○広域的な応援体制の構築【総務部】【生活環境部】

・　「九州・山口９県災害時応援協定」、「全国都道府県における災害時等の広域応

援に関する協定」等を適切に運用し、職員派遣の広域応援により復旧・復興を円

滑に進めるための体制整備を図る。

○広域防災拠点等における受援体制の整備【生活環境部】【土木建築部】

・　大規模広域災害時における各地域ブロックごとの活動拠点について、候補施設

の選定を進める。

・　広域防災拠点として大分スポーツ公園に持たせる機能に対応した設備や活動に

必要となる資機材の整備を進める。

《警察・消防等》

○地域における消防の充実・強化【生活環境部】

・　地域防災力の中核として「地域密着性、要員動員力、即時対応力」を有する消

防団の充実を事業所等と連携して強化を図る。

・　男性消防団員に限らず、女性消防団員の確保対策にも取り組む。

○県防災ヘリコプターの機能強化【生活環境部】

・　県防災ヘリコプターの更新、高度資機材の導入により、災害対応能力の向上を

図る。

○警察、消防施設の耐震化【生活環境部】【警察本部】

・　警察署、消防施設の耐震化を着実に推進する。

○警察災害派遣隊の体制強化（装備資機材の整備高度化、体系的・段階的な訓練の実

施）【警察本部】

・　「大分県警察災害派遣隊設置要綱」により編成した即応部隊（警備部隊等）及

び一般部隊（特別交通部隊等）において、体制・装備資機材や訓練環境等の更な

る充実強化・整備を図るとともに、各種災害を想定した訓練を継続実施する。

○災害時等における道路交通円滑化対策【警察本部】

・　停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交通事故を回避するため、

自起動式発動発電機及び可搬式発動発電機を計画的に整備していく。
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（２）住宅・都市／環境

○県立美術館等における来館者等の防災対策【企画振興部】

・　多くの県民が来場する県立美術館等（県立美術館、県立総合文化センター、県

立別府コンベンションセンター、県立芸術文化短期大学）において、避難計画に

基づき各種訓練等を実施するととも、必要に応じて計画の見直しを図る。

○重点密集市街地の整備【企画振興部】

・　大規模な火災の可能性がある重点密集市街地について、防災道路の整備や老朽

住宅の建替えを促進する。

○都市の防災性を向上させる街路事業の推進【土木建築部】

・　防災拠点へのアクセス強化、木造密集市街地の改善等、安全・安心な都市空間

の形成を図るために、都市の骨格となる街路整備を推進する。

○避難地等となる公園、緑地、広場等の整備【土木建築部】

・　大規模災害に備え、避難地となる都市公園の整備を推進する。

・　経年劣化している公園施設の更新・補修を計画的に進める。

○被害の未然防止（地盤災害防止）【土木建築部】

・　防災上重要な基幹施設や地域の拠点施設については、新設の際に所要の対策を

実施し、構造物の補強対策を図る。

・　産業用地の新規開発は、地盤改良等の徹底を図る。

○被害の未然防止（建築関係）【土木建築部】

・　エレベーター内の閉じ込め防止、ガラスの飛散防止、ブロック塀の倒壊防止等

の対策を講習会等を通じた周知活動を行う。

○住宅、特定建築物の耐震化【土木建築部】

・　住宅・建築物等の耐震化について、県民への啓発活動を推進する。

・　住宅耐震化補助制度による支援や、民間建築物のうち多数の者が利用するホテ

ル・旅館等の耐震診断義務付け建築物に対する耐震改修補助制度による支援など、

きめ細かな対策を推進する。

○学校施設の耐震化（県立・私立）【生活環境部】【教育庁】

・　すべての学校施設（県立・私立）の耐震化を推進する。

○県有施設のガス管の耐震化【土木建築部】【教育庁】【警察本部】

・　県営住宅等のガス管について、耐震性の高いポリエチレン管への改修を計画的
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に実施する。

○被災宅地危険度判定士及び被災建築物応急危険度判定士の確保【土木建築部】

・　被災した宅地・建築物の応急危険度判定を迅速かつ的確に実施するため、被災

宅地危険度判定士・被災建築物応急危険度判定士の育成確保を進める。

○大規模盛土造成地の調査【土木建築部】

・　大規模盛土造成地等の調査を推進し、大規模地震等への対策を検討する。

○応急仮設住宅供給体制の確立【土木建築部】

・　平成24 年度に行った津波浸水予測調査及び地震津波被害想定調査に基づき応急

仮設住宅建設可能地の見直しを行い、災害発生後の供給体制の確立を図る。

○災害廃棄物の仮置場の確保及び広域処理体制の構築【生活環境部】

・　災害廃棄物の仮置場候補地を選定していない市町村に対する指導・助言を継続

実施する。

・　災害廃棄物処理計画策定に併せて広域処理体制を構築する。

○水道施設の基幹管路の耐震化【生活環境部】

・　水道施設の耐震化の取組が遅れている市町村について、耐震化診断の取組や耐

震化費用の確保を指導し、耐震化を促進する。

○休廃止鉱山における鉱害防止【商工労働部】

・　休廃止鉱山から流出する重金属を含む坑廃水にかかる坑廃水処理事業を円滑に

行うため、老朽化した休廃止鉱山の坑廃水処理施設の修繕等を計画的に実施する。

○水害に強い地域づくり（下水道）【土木建築部】

・　社会資本整備重点計画に基づき、市町村と連携し下水道の整備を推進する。

○下水道施設の耐震・耐津波対策及び下水道BCPの策定【土木建築部】

・　市町村の下水道施設（処理場、主要な管渠）の耐震化・耐津波対策を促進する。

・　市町村の下水道BCP の策定を促進する。

○浄化槽の強靱化【土木建築部】

・　老朽化した単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄化槽への転換を促進する。

・　浄化槽の設置・管理状況を把握するため、浄化槽管理台帳システムの整備を進

める。

○農業集落排水施設の老朽化対策・耐震化【土木建築部】

・　農業集落排水施設の老朽化に対する機能診断を速やかに実施し、これに基づく
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老朽化対策、耐震化を着実に推進する。

○原子力災害対策【生活環境部】

・　近隣の原発施設の過酷事故による原子力災害に対して、本県における原子力防

災の基本的事項を定めた地域防災計画（事故等災害対策編）に基づき、各関係機

関は実施要領などを定め、具体的な対策を推進する。

（３）保健医療・福祉

○基幹災害拠点病院（県立病院）の機能強化【病院局】

・　基幹災害拠点病院（県立病院）においては、医薬品や食料等の物資備蓄などに

より防災・減災機能を強化する。

・　災害対策として導入した電子カルテデータのバックアップシステムの効果的な

運用について検討する。

・　外来トリアージ訓練や広域医療搬送訓練などを実施しているが、引き続き具体

事象に対応した訓練に取り組む。

○災害拠点病院の機能強化【福祉保健部】

・　災害拠点病院の耐震化を着実に推進する。

・　災害時医療活動マニュアルの策定や災害に備えた訓練の実施を促進する。

○病院の耐震化【福祉保健部】

・　補助金等を活用し耐震化を推進する。

○災害派遣医療チーム（DMAT）の機能強化【福祉保健部】

・　災害派遣医療チーム（DMAT）は指定目標数に達成しているが、今後も、隊員

養成研修により常時出動できる体制整備に努める。

○避難者用の救助物資の備蓄【福祉保健部】

・　大規模災害時に県内で必要とされる物資（飲料水、主食、副食、毛布）の備蓄

を進めるとともに、備蓄場所についても関係機関と調整を行い、整備を進める。

○福祉施設の耐震化【福祉保健部】

・　社会福祉施設については、耐震改築等で施設整備補助の対象となるものについ

て随時活用を促す等、施設の耐震化を推進する。

○災害時要援護者避難の支援【福祉保健部】

・　地域の支援体制・仕組みづくりを進めるため、全市町村で作成が完了している
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災害時要援護者名簿に加え、より地域の実情に合った避難行動要支援者名簿の全

市町村での早急な作成を図る。

○福祉避難所の指定【福祉保健部】

・　福祉避難所に適する福祉施設のない小学校区については、小学校や公民館等の

一室を福祉避難所（福祉避難室）として指定する等、すべての小学校区における

福祉避難所の指定を促進する。

○公衆衛生活動及び予防接種の実施【福祉保健部】

・　災害発生時に迅速・的確に感染症法に基づく公衆衛生活動が実施できるよう市

町村へ働きかける。

・　予防接種法に基づく予防接種率の向上を推進する。

○災害時公衆衛生対策チームの体制整備【福祉保健部】

・　災害時公衆衛生対策チームについて、災害の規模や時期に柔軟に対応した様々

な公衆衛生活動の支援ができるよう、派遣の体制やタイミング等について検討す

る。

（４）エネルギー／情報通信／産業構造

《エネルギー》

○災害時給油所地下タンク製品の備蓄促進【商工労働部】

・　大分県石油商業組合と締結した「災害時における被災者の支援及び燃料の優先

供給等に関する基本協定」に基づき、中核給油所（31 箇所）、小口配送拠点（11

箇所）において、国の補助事業を活用して備蓄体制の整備を進める。

○石油の海上輸送経路啓開【土木建築部】

・　非常時の迅速な石油の海上輸送経路啓開に向けて、大分港の港湾BCPと製油所

のBCP を整合を取って策定する。

○再生可能エネルギーの導入促進【商工労働部】

・　リスクの分散による災害時のエネルギーの確保のため地熱・温泉熱、小水力、

バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を促進する。

○電気事業における地震対策の計画的実施【企業局】

・　企業局の電気事業における地震対策として、主な建物・水管橋について引き続

き耐震化を進めるとともに、続いて、水路工作物の優先度の高いものから順次耐
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震化を進める。

《情報通信》

○豊の国ハイパーネットワークの強靱化【商工労働部】

・　豊の国ハイパーネットワークについて、国・民間と連携してケーブルの地中化

を進める。

・　ケーブルの架空区間において、新たに管路が整備された場合は、積極的にケー

ブルの地中化を図る。

○携帯電話不感地域の解消【商工労働部】

・　市町村が実施する移動通信用鉄塔施設整備事業に要する経費の一部を助成し、

携帯電話の不感地域の解消を図る。

○災害情報の提供手段の多様化【生活環境部】

・　全国瞬時警報システム（J アラート）や防災行政無線の整備、災害情報共有シス

テム（L アラート）の活用により県民への情報の確実かつ迅速な提供手段の多様

化を着実に推進する。

○防災行政無線の整備【生活環境部】

・　市町村が防災情報を収集し、避難勧告をはじめとした情報を県民に対して迅速

かつ的確に伝達するため、市町村防災行政無線の整備を促進する。

○災害情報共有システム（Lアラート）を活用した災害情報の提供【生活環境部】

・　テレビやラジオ放送が中断した際の災害情報提供の代替手段整備やその基盤と

なる情報共有システム（L アラート）の活用を図る。

○防災メールの配信【生活環境部】

・　大雨や洪水などの気象警報や津波警報・注意報、避難勧告・指示といった防

災・災害情報を配信する「県民安全・安心メール」の登録促進を一層強化する。

《産業構造》

○企業のBCP策定支援【商工労働部】

・　企業のBCP 策定を促進するため、BCP の周知及び商工団体等と連携した策定支

援を行う。

○コンビナート施設の耐震・津波対策【商工労働部】【土木建築部】

・　地震や津波による被害を最小化するため「大分コンビナート企業協議会」等を
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通じて企業間の連携を図りながら、企業が連携したBCP の策定や国の事業を活用

して屋外貯蔵タンクや高圧ガス設備等の耐震化を促進する。

・　国・県・民間が連携し外周護岸や堤防等の強化などの地震・津波対策を着実に

推進する。

○コンビナート防災本部、防災計画、訓練などの対策【生活環境部】

・　「大分県石油コンビナート等防災計画」に基づき、石油コンビナート背後地区

住民を含めた実践的な総合防災訓練を実施する。

・　国の事業を活用して屋外貯蔵タンクや高圧ガス設備等の耐震化の促進を図る。

○物流拠点となる港湾施設の復旧体制整備【土木建築部】

・　物流の拠点となる港湾施設の迅速な復旧に必要となる体制整備等を定めるため、

重要港湾５港（中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCP を策定

する。

・　特に、製油所が存する大分港の港湾BCP は、非常時の迅速な石油の海上輸送経

路啓開に向けて、製油所のBCP と整合を取って策定する。

○工業用水道事業における地震（津波）対策の計画的実施【企業局】

・　企業局の工業用水道事業における地震対策として、主な建物・水管橋に続いて、

主な構築物を中心に優先度の高いものから耐震工事を進める。

○工業用水道の給水ネットワークの再構築【企業局】

・　大分工業用水道（３系統５本）の隧道について、地震崩落等の災害時にも給水

停止を発生させない円滑な水運用を行うため、揚水隧道の２条化等によるネット

ワーク化など最適なネットワーク水運用システムの構築を進める。

（５）交通・物流

○鉄道駅及び鉄道施設の耐震補強【企画振興部】

・　県内の主要駅（1 日あたり乗降者が1 万人以上）の耐震化を推進する。

・　緊急輸送道路と交差する鉄道施設の耐震対策を推進する。

○離島航路対策【企画振興部】

・　離島住民の交通手段を確保するため、航路運営のための助成を行う。

○流通在庫備蓄の整備【商工労働部】

・　災害時における生活必需物資の不足が発生することがないよう、民間事業者と
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の物資調達・供給確保等の協力協定（災害時における生活必需物資の供給に関す

る協定）の締結先の更なる拡大を図り、流通在庫備蓄の整備を進める。

○広域交流を支える道路網の形成【土木建築部】

・　災害時の脆弱性が指摘される高速道路等の暫定２車線区間について、４車線化

に向けた取組を推進するとともに、地域高規格道路の整備を着実に推進し、広域

道路網の整備を推進する。

○トンネル補修の推進【土木建築部】

・　トンネルでの重大事故や損傷等の発生リスクを抑えるため、トンネル点検を定

期的に実施し、適切な時期での補修を推進する。

○道路橋梁・道路法面・道路付属物の耐震化【土木建築部】

・　県都大分市と12 生活圏域の中心都市を結ぶルート等の橋梁の耐震化を進めてき

たが、今後は圏域の中心都市と旧町村部を結ぶ緊急輸送道路にある橋梁の耐震化

を推進する。

・　復旧や救助活動を支援する緊急輸送道路を重点化して道路法面対策、重大事故

や損傷等の発生リスクを抑えるため道路付属物の適切な時期での修繕を推進する。

○無電柱化の推進【土木建築部】

・　防災上重要な経路を構成する道路の無電柱化を推進する。

○道路啓開体制の確立（災害に備えた関係機関との連携）【土木建築部】

・　災害等発生後の輸送経路確保や孤立集落の解消など、迅速な道路啓開が可能と

なるよう大分県道路啓開計画に基づく地区別実施計画を策定し、道路管理者と関

係機関等の共通認識のもと資機材の充実、情報の収集・共有、提供など必要な体

制を確立する。

○道路の雪寒対策の推進【土木建築部】

・　建設業協会と連携を密に取りながら除雪作業や凍結防止剤散布などの雪害対策

に取り組むとともに、道路規制情報提供サービス等を活用し、引き続き情報提供

を行う。

○耐震強化岸壁の整備【土木建築部】

・　整備が遅れている耐震強化岸壁について、事業費を確保し早期整備を推進する。

○港湾BCPの策定【土木建築部】

・　重要港湾５港（中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCPを策
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定し、被災した港湾施設の早期復旧のための協力体制の構築等を推進する。

○生活基盤（農道）の整備促進【農林水産部】

・　農道は、農産物流通の合理化、地域間の交流、生活環境の改善など農村地域の

活性化に寄与するとともに、防災・震災対策としても、災害発生後の輸送経路や

迂回路としての利用が可能となるため、引き続き整備を推進する。

○林道等の整備【農林水産部】

・　山間地等において、市町村、森林組合等が管理する林道等を把握し活用するこ

と等により、避難路や代替輸送路となる林道整備を促進する。

○農道、農道橋等の保全対策の推進【農林水産部】

・　農道橋（延長15m以上）や農道トンネルの耐震点検を行い、道路網としての役

割を維持させる取組を進める。

（６）農林水産

○応急用食料等物資供給体制の充実【農林水産部】

・　災害等の応急時に、食料や水等の供給をスムーズに行えるよう、関係団体と協

定を締結し、更に連絡先リストを作成し、毎年更新しているところであるが、大

規模災害時に関係団体と連絡不通となるおそれもあるため、その場合を想定した

対応の検討を進める。

○安定的な農業生産を支える農業水利施設の効率的な更新整備【農林水産部】

・　農業用ダムなど農業水利施設の老朽化に加え、管理する水利組合及び土地改良

区等の経営基盤の脆弱化により、適正な維持管理が困難な状況になりつつあるた

め、機能保全計画に基づき、計画的に施設の更新や長寿命化対策を行い、その解

消を図る。

○多面的機能の維持【農林水産部】

・　中山間地域の農地は、耕作放棄地の増加が懸念されているため、多面的機能支

払に取り組み、農村の協働力を最大限に活用し、農業・農村が有する国土保全、

水源かん養、景観など多面的機能の持続的な発揮を図る。

○水を育み、災害を防ぐ森林づくり（間伐）【農林水産部】

・　災害の発生が懸念される尾根や急傾斜地の人工林を中心に間伐を実施する。

・　林業適地における植栽や、鳥獣害防止施設等の整備を推進する。
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○木材利用促進【農林水産部】

・　森林整備を推進するため、地域で生産される木材の積極的な利用及び土木、建

築分野におけるCLT（直交集成板）等の木材を利用するための普及等に努める。

○漁港施設の整備【農林水産部】

・　県管理拠点漁港における耐震・耐津波性の向上に必要となる対策工事を進める。

（７）国土保全

○地籍調査【農林水産部】

・　地籍調査は、災害時の境界復元・公共事業の円滑な推進など、土地利用を行う

上で行政の基盤となるものであるため、引き続き計画的に実施していく。

○土砂の崩壊・流出防止【農林水産部】

・　山地災害危険地区について、治山施設の整備等の防災減災対策をハード対策・

ソフト対策を組み合わせて推進する。

○農業用ダムの耐震診断【農林水産部】

・　農業用ダムについて、想定される地震動に対し十分な耐震性能を有しているか

診断を行う。

・　機能保全計画に基づき、計画的に施設の維持・補修を行う。

○ため池の整備・ハザードマップ作成【農林水産部】

・　農業用ため池について、堤体の耐震調査を行い、その結果に基づく対策を実施

する。

・　地域住民と連携し、ため池のハザードマップ作成等ソフト施策による減災対策

にも取り組み、地域防災力の強化を図る。

○干拓堤防の耐震性診断の実施【農林水産部】

・　県内の農地海岸について、堤防の耐震調査を実施中しており、今後、機能診断

を行い、その結果に基づき長寿命化計画の策定を進める。

○海岸保全施設の整備【農林水産部】【土木建築部】

・　高潮被害に対して整備を進めてきた海岸保全施設について、大分県海岸保全基

本計画に基づき、比較的発生頻度の高い津波（L1 津波）についても、施設整備の

推進を図る。

・　既存の堤防・護岸等の長寿命化計画の策定及び耐震性能調査に着手し、老朽化
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対策工事や耐震対策工事を計画的に進める。

○大規模地震に備えた河川管理施設の地震・津波対策【土木建築部】

・　河川管理施設について、津波遡上シミュレーションや地質調査を実施し、要対

策箇所の抽出や必要に応じて対策工法の検討を進める。

○河川改修やダム建設による浸水対策【土木建築部】

・　過去に浸水被害が発生した河川の浸水被害の解消及び軽減を引き続き推進する。

○洪水ハザードマップの作成支援【土木建築部】

・　これまで関係市町村が浸水ハザードマップを作成・公表するなど浸水被害に対

する取組を行ってきたが、今後も分かりやすい情報を提供し、県内の市町村や地

域が一体となった洪水避難対策を推進する。

○津波・高潮ハザードマップの作成支援【土木建築部】

・　津波・高潮ハザードマップを活用して、地域ごとに避難マップを作成し、避難

訓練を実施することや津波災害警戒区域の指定について検討することなど、県内

の市町村や地域が一体となった津波・高潮避難対策の推進を図る。

○内水ハザードマップの作成支援等減災対策【土木建築部】

・　社会資本整備重点計画に基づき、浸水実績のある地区などを持つ市町村につい

て、内水ハザードマップの作成・公表に取り組む。

○土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体制の整備など土砂災害対策【土木建築部】

・　土砂災害のおそれのある区域についての危険の周知、警戒避難体制の整備、住

宅等の新規立地の抑制等を行う土砂災害警戒区域の指定を加速する。

・　ハード対策として、土砂災害対策事業を着実に進める。

○地すべりが発生した場合の土砂災害防止法に基づく緊急調査の実施及び緊急情報の

通知【土木建築部】

・　大規模な土砂災害が急迫している状況において、市町村が適切に住民の避難指

示の判断等を行えるよう、被害の想定される区域・時期の情報を提供する。

○火山に対する防災情報の高度化と適時・的確な発表【土木建築部】

・　火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、ハード対策とソフト対策からなる

緊急対策を迅速かつ効果的に実施する。
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２ 横断的分野

（１）リスクコミュニケーション（情報の共有、教育・訓練、啓発等）

地域強靱化に向けた取組は、あらゆる主体が国土強靱化に関する教育、訓練、啓発

を通じて、地域のリスクを正しく認知・共有した上で、官民連携して取り組む。

○総合防災訓練の実施【生活環境部】

・　住民、防災関係機関、行政の総合防災訓練を継続して実施する。

○各種ハザードマップの作成支援等【生活環境部】【土木建築部】

・　津波、土砂災害等のハザードマップの作成・配布するとともに、住民が浸水想

定や避難所の把握など、防災意識を向上するための啓発活動などの取組を進める。

○地域津波避難行動計画の策定【生活環境部】

・　自主防災組織ごとの地域津波避難行動計画に基づいて実践的な避難訓練を繰り

返し行い、訓練で浮かび上がった課題等を検証し、常に計画の見直しを図る。

○自主防災組織の活動促進【生活環境部】

・　自主防災組織活性化支援センターを活用し、活動の要となる防災士のスキルア

ップや情報提供等を行い、自主防災組織の避難訓練等の実施率を高めていく。

○地震体験車を活用した防災意識の高揚【生活環境部】

・　地震体験車を活用し、地域の防災活動の活性化や防災教育の充実を図る。

○防災情報の提供【土木建築部】

・　避難勧告や避難指示の判断に必要となる防災情報（水位、雨量、カメラ映像）

を迅速かつ的確に情報収集し県民へ提供するための体制整備を引き続き推進する。

○学校等における避難訓練【福祉保健部】【生活環境部】【教育庁】

・　学校・保育園等で行っている火災、地震、津波を想定した避難訓練に加えて、

地域の特性に応じた災害に対する避難訓練にも取り組む。

○安全・安心な地域づくりサポート【土木建築部】

・　各土木事務所において、NPO・災害ボランティア等に貸し出すための資機材を

整備するなど、関係団体の活動支援を継続するとともに、協働体制の充実を図る。
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（２）地域の生活機能維持・地域の活性化

「ネットワーク・コミュニティ」の実現に資する道路整備、公共交通の確保、生活

拠点の多機能化等を図る。また、若者の定住やUIJターンを促進するとともに地域住民

の様々な活動の環境整備を推進する。

○移住（UIJターン）促進のための取組への支援【企画振興部】

・　移住希望者に県内の就職、就農について直接情報発信を行うことで、移住相談

体制の強化を図る。

○建設業における人材確保の支援【土木建築部】

・　建設業の人材確保のため、高校生向け会社説明会を開催し、若年者の入職促進

を図る。

○自主防災組織の結成促進【生活環境部】

・　目標達成していない市町村について、自主防災組織の結成の取組を促進する。

○防災士の養成【生活環境部】

・　自主防災組織ごとに最低一人の防災士の確保を目標に、市町村と連携して防災

士の養成を行う。

・　防災士の育成やネットワーク化など活動しやすい環境づくりに引き続き取り組む。

・　女性防災士の確保割合の低い市町村を中心に、市町村と連携して女性防災士の

養成を行う。

○避難場所、避難路等の確保【生活環境部】

・　地域津波避難行動計画に定められた避難地や避難経路について、必要に応じて

手すりや街路灯の設置等を行い、安全の確保された避難場所、避難路等の確保を

図る。

（３）老朽化対策

公共施設等の老朽化対策として大分県公共施設等総合管理指針に基づき適切な維持

管理・更新等を行う。

○管理施設の戦略的維持管理・更新【土木建築部】

・　管理する各施設の長寿命化計画を策定し、適切な時期での維持管理を推進する。
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（別紙）プログラムごとの脆弱性評価結果

１　大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる
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1-1）住宅・特定建築物・交通施設等の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生

○　住宅・建築物等の耐震化率は、住宅が72％（H23）、特定建築物が85 ％（H24）、県立学校
が99％（H26）、私立学校が89.7％（H26）と一定の進捗がみられるが、県民への啓発活動と
ともに、住宅耐震化補助制度による支援や、民間建築物のうち多数の者が利用し、地震に対
する安全性が明らかでないホテル・旅館等の耐震診断義務付け対象建築物に対する耐震改修
補助制度による支援など、耐震化の目標達成に向けてきめ細かな対策が必要である。また、
吊り天井など非構造部材及び県営住宅等のガス配管の耐震対策を推進する必要がある。【生
環】【土木】【教育】【警察】

○　特に、県有建築物（99%（H25））、県立学校（99％（H26））、病院（73％（H26））、社会
福祉施設（92％（H26））等については、避難所等にも利用されることもあることから、さ
らに促進を図る必要がある。【福祉】【土木】【教育】

○　大規模地震時に被害を受けやすい電柱、大規模盛土造成地等の施設・構造物の脆弱性を解
消するための対策が必要である。また、交通施設及び沿線・沿道建物の複合的な倒壊を避け
るため、これらの耐震化を促進する必要がある。【企画】【土木】

○　大規模な火災の可能性がある重点密集市街地等において、防災拠点へのアクセス強化によ
り、都市の骨格となる街路等の整備を実施する必要がある。また、避難場所となる都市公園
の計画的な整備・更新を行うとともに、老朽住宅の建替えを促進し、安全・安心な都市空間
の形成を図る必要がある。【企画】【土木】

○　建築物等の耐震化を着実に推進・促進しているが、全ての耐震化を即座に行うことは困難
であることや、火災の発生は様々な原因があることから、装備資機材の充実、各種訓練等に
より災害対応能力を向上させる必要がある。【企画】【福祉】【生環】【土木】【会計】【病院】

【教育】【警察】

（代表的な指標）
【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者1万人以上）▶1駅（H26）
【企画】改善した重点密集市街地の面積▶15.2ha（H26）
【福祉】災害拠点病院の耐震化率▶92％（H26）
【福祉】社会福祉施設の耐震化率▶92％（H26）
【生環・教育】私立学校、県立学校の耐震化率▶私立：89.7％（H26）　県立99％（H26）
【土木】住宅・特定建築物の耐震化率▶住宅：72％（H23）　特定建築物：85％（H24）
【土木】無電柱化の整備延長▶65.0km（H25）
【土木】吊り天井耐震化された県有施設▶0棟（H26）
【土木】ガス管の耐震化がなされている県営住宅▶385棟（H26）



−48−

1-2）広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

○　施設整備が途上であることが多いこと、災害には上限がないこと、様々な部局・機関が関
係することを踏まえ、関係機関が連携して護岸補強等ハード対策の着実な推進と津波避難計
画の策定等のソフト対策を組み合わせた対策が必要である。例えば、人口・機能が集積する
臨海部産業地域や津波等に対する脆弱性を有する漁業地域において、ハード・ソフト対策等
を総合した津波避難対策を検討する必要がある。【生環】【農水】【土木】【教育】【警察】

○　これまで大分県の海岸保全施設は、高潮被害に対して整備を進めていたが、東日本大震災
を受け、今後は、比較的発生頻度の高い津波についても、施設整備の推進を図る必要がある。

【農水】【土木】
○　津波からの避難を確実に行うため、早期避難の意識の醸成、避難場所や避難路の確保、避

難所の耐震化、避難路の整備に併せた無電柱化などの対策を関係機関が連携して進める必要
がある。【生環】【土木】【教育】

○　河川・海岸堤防等の整備にあたっては、自然との共生及び環境との調和に配慮する必要が
ある。【農水】【土木】

（代表的な指標）
【生環】地域津波避難行動計画を策定した自治会数▶575地区（H26）
【農水・土木】海岸保全施設の整備延長▶24.0km（H26）

1-3）異常気象等による度重なる市街地等の浸水

○　水害を未然に防止し、被害を最小限にするためには、ハード整備とソフト対策が一体とな
った減災体制の確立、及び、自助・共助・公助がバランス良く機能した減災対策が必要であ
る。【生環】【農水】【土木】

○　河川改修やダム建設などの施設整備については、コスト縮減を図りながら、投資効果の高
い箇所に重点的・集中的に行う必要がある。【農水】【土木】

○　排水機場や管渠等の排水施設の整備を推進する必要がある。また、過去に浸水被害が発生
した河川の浸水被害の解消及び軽減を引き続き推進する必要がある。【土木】

○　平成23年３月に関係する16市町が洪水ハザードマップを作成・公表するなど洪水被害に対
する取り組みを行ってきたが、今後も分かりやすい情報を提供し、県内の市町村や地域が一
体となって洪水避難対策を推進することが重要である。また、浸水実績のある地区などを持
つ市町村について、内水ハザードマップを作成・公表する必要がある。【土木】

（代表的な指標）
【土木】浸水対策が行われた地区数▶30地区（H26）
【土木】内水ハザードマップを作成・公表した市町村の数▶5市町（H26）
【土木】洪水ハザードマップを作成・公表した市町村の数▶16市町（H25）
【土木】下水道による都市浸水対策達成率▶48％（H26）
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1-4）大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみならず、後
年度にわたり県土の脆弱性が高まる事態

○　火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、ハード対策とソフト対策からなる緊急対策を
迅速かつ効果的に実施し、被害をできる限り軽減（減災）する必要がある。【土木】

○　火山噴火災害に対して、警戒避難対策の推進、住民等への情報提供等を効果的に行うため、
火山防災協議会における検討を通じて、複数の噴火シナリオの作成、火山ハザードマップの
作成、噴火警戒レベルの設定、避難計画の策定等を推進する必要がある。【生環】

○　土砂災害のおそれのある区域についての危険周知、警戒避難体制の整備、住宅等の新規立
地の抑制等を行う土砂災害警戒区域の指定を加速する必要がある。また、ハード対策として、
土砂災害対策事業を着実に実施していく必要がある。【土木】

○　想定される地震動に対し、農業用ダムが十分な耐震性能を有しているか診断を行う必要が
ある。併せて、施設の維持・補修を計画的に行うことが重要である。また、ため池の計画的
な整備（ハード事業）を実施するとともに、減災対策として、地域住民と連携したハザード
マップ作成等ソフト施策にも取り組み、地域防災力を強化する必要がある。【農水】

○　山地に起因する自然災害から人命・財産の保護を図るため、山地災害危険地区の整備を進
めてきた。しかし、山地災害危険地区の整備率は平成26 年度末で30 ％と低いことから、引
き続き、治山施設の整備等の防災減災対策をハード対策・ソフト対策を合わせて推進する必
要がある。【農水】

○　災害の発生が懸念される尾根や急傾斜地の人工林を中心に間伐を実施するとともに、林業
適地における植栽や、鳥獣害防止施設等の整備を推進する必要がある。【農水】

（代表的な指標）
【農水】農業用ダムの耐震性診断の実施率▶70％（H26）
【農水】ため池のハザードマップを作成した箇所数▶22箇所（H26）
【農水】山地災害危険地区の整備地区数▶2,060地区（H26）
【土木】土砂災害危険箇所整備率▶28.7％（H26）
【土木】土砂災害警戒区域指定率▶21.3％（H26）

1-5）情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

○　市町村におけるJ アラート自動起動機の整備や防災行政無線の整備、災害情報共有システ
ム（L アラート）を活用した災害情報の提供、警察・消防等の通信基盤・施設の堅牢化・高
度化等により、県民への情報の確実かつ迅速な提供手段の多様化が進められてきており、そ
れらの施策を着実に推進する必要がある。併せて、避難行動の判断に必要となる河川や土砂
災害などの防災情報を、迅速かつ的確に情報収集・県民へ提供するための体制整備を引き続
き推進する必要がある。【生環】【土木】【警察】

○　情報収集・提供手段の整備が進む一方で、それらにより得られた情報の効果的な利活用を
より一層充実させることが課題であり、これらを担う自主防災組織など地域コミュニティの
機能を強化する必要がある。【福祉】【生環】

（代表的な指標）
【生環】全国瞬時警報システム（Jアラート）を整備した市町村数▶18市町村（H26）
【生環】災害情報共有システム（Lアラート）を導入した市町村数▶18市町村（H26）
【生環】県民安全・安心メールの登録者数▶22,251人（H26）
【生環】防災行政無線を整備した市町村数▶17市町村（H26）



２　大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療、福祉支援活動等が迅速に行われ

る（それがなされない場合の必要な対応を含む）
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2-1）被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

○　陸・海・空の物資輸送ルートを確実に確保するため、輸送基盤の地震、津波、水害、土砂
災害、雪害対策等を着実に進めるとともに、輸送モード間の連携等による複数輸送ルートの
確保を図る必要がある。【農水】【土木】

○　発災後に、迅速な輸送経路啓開に向けて、関係機関の連携等により資機材の充実、情報収
集・共有、情報提供など必要な体制整備を図る必要がある。【総務】【生環】【農水】【土木】

○　水道施設の耐震化の取組が遅れている市町村に対し、講習会等を開催して、耐震化診断の
取組並びにアセットマネジメント及び水道料金の見直し等による耐震化費用の確保を指導し
ていく必要がある。【生環】

○　避難者用の救助物資の備蓄については、平成25 年から29年の５カ年計画で整備を進めて
いるが、備蓄場所が確定していない地域があるため、関係機関との調整が必要である。【福
祉】

○　災害時における被災者の支援及び燃料の優先供給等に関する基本協定を大分県石油商業組
合と締結しているが、今後、国の補助事業を活用し、協定内容に基づき、中核給油所（31
箇所）、小口配送拠点（11箇所）において備蓄体制を整える必要がある。【商労】

○　災害時における生活必需物資について、民間事業者と物資調達・供給確保等の協力協定を
締結し、流通在庫備蓄の整備を進めているが、今後も、災害発生時に物資の不足が発生する
ことがないよう、締結先の拡大に努める必要がある。併せて、被災地の状況に合わせた円滑
かつ的確な支援の実施に向けて、対応手順等の検討及び官民の関係者が参画する支援物資輸
送訓練等により実効性を高めていく必要がある。【福祉】【商労】

○　広域かつ大規模な災害が発生し、流通在庫備蓄も不足するときは、食料や飲料水、生活必
需品等の提供に係る広域応援について定めた「九州・山口９県災害時応援協定」、「全国都道
府県における災害時等の広域応援に関する協定」等の適切な運用により、物資調達・供給体
制を確保する必要がある。【総務】【生環】

（代表的な指標）
【福祉】避難者用の現物備蓄物資（主食）充足率▶46％（H26）
【生環】水道施設の基幹管路の耐震化率▶17.6％（H25）
【商労】流通在庫備蓄（災害時における生活必需物資の供給）に関する協定数▶18団体（H26）
【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）
【土木】重要港湾における港湾BCP策定割合▶80％（H26）
【土木】耐震強化岸壁の整備率▶33％（H26）
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2-2）多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

○　道路の防災、震災対策や緊急輸送道路の無電柱化、洪水・土砂災害・津波・高潮・雪害対
策等を進めているが、進捗が途上であること、広域的かつ大規模の災害が発生した場合には
現状の施策では十分に対応できないおそれがあることなどの課題があるため、進捗を推進す
るとともに対応方策を検討する必要がある。【農水】【土木】

○　山間地等における避難路や代替輸送路を確保するため、農道は社会基盤上重要な施設であ
り、交通ネットワークを構成する上でも、適正な保全対策が求められる。特に、農道橋や農
道トンネルは耐震点検に着手し、適正な管理及び保全対策を行い、道路網としての役割を維
持する必要がある。また、市町村、森林組合等が管理する林道等を把握し活用する取組の推
進も必要である。【農水】

○　県都大分市と12生活圏域の中心都市を結ぶルート等の橋梁の耐震化を進めてきたが、今後
は、圏域の中心都市と旧町村部を結ぶ緊急輸送道路にある橋梁の耐震化を推進する必要があ
る。併せて、復旧や救助活動を支援する緊急輸送道路を含む啓開ルートを重点化して道路法
面対策を推進する必要がある。【土木】

○　発生した孤立集落を早期に解消するには迅速な道路啓開が必要となるため、大分県道路啓
開計画に基づく地区別実施計画を策定し、事前に整理しておくべき事項を定めて道路管理者
と関係行政機関で認識・共有をしておく必要がある。【土木】

（代表的な指標）
【農水】農道・農道橋等の保全対策の進捗率▶70％（H26）
【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶ 86％（H26）
【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶ 41％（H26）
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2-3）自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

○　南海トラフ巨大地震のような大規模広域災害時には、国や地方公共団体が協力し、都道府
県単独では対応不可能な広域・甚大な被害に対する迅速、的確な応急活動が必要となり、そ
の活動拠点となる広域防災拠点が重要な役割を果たす。現在、「大分県広域受援計画」及び

「大分県広域防災拠点整備計画」を策定し、地域ブロックごとの活動拠点となる候補施設の
選定を行うこととしているが、これと並行して、広域防災拠点として大分スポーツ公園に持
たせる機能に対応した設備や活動に必要となる資機材を整備する必要がある。【生環】

○　警察施設の耐震化率86％（H26）、消防施設の耐震化率77％（H26）と耐震化を進めている
が、今後も、地域における活動拠点となる施設の耐災害性を強化する必要がある。【生環】

【警察】
○　「大分県警察災害派遣隊設置要綱」により、即応部隊（警備部隊等）５部隊、一般部隊
（特別交通部隊等）６部隊を編成し、実践に即した訓練を実施しているが、今後も、各種災
害を想定した訓練を継続実施する必要がある。また、同派遣隊運用等に伴う災害装備を計画
的に整備する必要がある。【警察】

○　消防団の体制・装備・訓練の充実強化や、水防団、自主防災組織の充実強化、災害派遣医
療チーム（DMAT）の養成、道路啓開等を担う建設業の人材確保を推進する必要がある。
加えて、広域かつ大規模な災害の場合、県内の人材だけでは不足することが考えられるため、
県外からの応援部隊・災害ボランティアの受入、連携活動の調整方法などについて事前に明
確化しておく必要がある。【福祉】【生環】【土木】

（代表的な指標）
【生環】地域ブロック活動拠点等（広域防災拠点）の選定数（受援計画の策定）▶0ブロック（H26）
【生環】消防施設の耐震化完了の割合▶77％（H26）
【生環】消防団員の条例定数に対する充足率が95％以上の市町村数▶7市町村（H26）
【警察】警察署の耐震化率▶86％（H26）
【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部隊・一

般部隊6部隊を編成（H26）

2-4）救助・救急、医療、福祉支援活動のためのエネルギー供給の長期途絶

○　平成26年５月に災害時における被災者の支援及び燃料の優先供給等に関する基本協定を大
分県石油商業組合と締結しているが、今後、国の補助事業を活用し、協定内容に基づき、中
核給油所（31箇所）、小口配送拠点（11箇所）において備蓄体制を整える必要がある。【商労】

○　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を促進する
ことで、リスクの分散による災害時のエネルギーの確保を図る必要がある。【商労】

○　エネルギー供給のためのインフラが被災するとエネルギーを供給できなくなるため、道路
や護岸等の地震・津波・風水害対策等を着実に推進する必要がある。【農水】【土木】

（代表的な指標）
【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26） （再掲）
【商労】再生可能エネルギー供給量▶22,090TJ（H25）
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2-5）想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給不足

○　避難者用の救助物資の備蓄については、平成25 年から29年の5カ年計画で整備を進めてい
るが、備蓄場所についても、関係機関との調整が必要である。【福祉】

○　帰宅困難者や負傷者の安全確保を目的に、一時退避施設として都市公園の整備を進める必
要がある。【土木】

○　帰宅するために必要な交通インフラの復旧を早期に実施するため、道路の防災、震災対策
や防災上重要な経路を構成する道路の無電柱化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等の取組
を推進する必要がある。【農水】【土木】

（代表的な指標）
【福祉】避難者用の現物備蓄物資（主食）充足率▶46％（H26） （再掲）

2-6）医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能等の
麻痺

○　広域的かつ大規模な災害の場合、多くの県民が負傷し応急処置・輸送・治療能力等が不足
するおそれがあることから、広域的な応援体制を含めた適切な医療機能の提供の在り方につ
いて官民が連携して検討する必要がある。【総務】【福祉】【生環】

○　災害拠点病院の耐震化率は92％（H26）と整備は進んでいるが、耐震化が未了の施設では、
大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供できなくなるおそれがあること
から、耐震化を着実に推進する必要がある。併せて、災害時医療活動マニュアルの策定や災
害に備えた訓練の実施により、災害拠点病院の機能強化を図る必要がある。【福祉】

○　基幹災害拠点病院である県立病院において防災・減災機能（食料・水の確保、浸水対策な
ど）の強化を図るとともに、災害時に必要な医療を提供できるよう災害対応訓練の実施等に
より機能強化を図る必要がある。また、災害対策として電子カルテデータを県外にバックア
ップするシステムを導入しているが、効果的な運用について検討する必要がある。【病院】

○　避難者の生活環境の水準を一定程度維持するため、避難者の特性を踏まえ、避難所の位置、
収容できる人数、必要な資機材や人材の確保、並びに運営や支援の在り方等について、官民
が連携して検討を進める必要がある。【生環】【福祉】

○　福祉避難所については、福祉施設を中心に指定を推進してきたが、福祉避難所に適する福
祉施設のない小学校区については、小学校や公民館等の一室を福祉避難所（福祉避難室）と
して指定することを市町村に対して働きかける必要がある。併せて、運営や支援の在り方、
人材の確保等について、官民が連携して検討する必要がある。【福祉】

○　災害派遣医療チーム（DMAT）の指定目標数は達成済であるが、今後は、隊員の研修を
推進し機能強化を図る必要がある。併せて、インフラ被災時には、現地に到達できなくなる
おそれがあるため、無電柱化や港湾施設の耐震化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等の着
実な進捗と支援物資物流の確保を図る必要がある。【福祉】【農水】【土木】

（代表的な指標）
【福祉】大分DMAT隊員登録者数▶300名（H26）
【福祉】災害拠点病院の耐震化率▶92％（H26）（再掲）
【福祉】災害拠点病院のうち災害時医療活動マニュアルを策定している病院の割合▶100％　

（H26）
【福祉】災害拠点病院のうち災害実働訓練を実施した病院の割合▶77％（H26）
【福祉】福祉避難所を指定している小学校区の割合▶59％（H26）



３　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する
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2-7）被災地における疫病・感染症等の大規模発生

○　感染症の発生防止のため、平時から市町村で予防接種の摂取率の向上に取り組む必要があ
る。また、消毒や害虫駆除においては、平時に加え、災害発生時により迅速的確に実施でき
るよう取組を促進する必要がある。【福祉】

○　被災地で地区災害対策本部保健班が行う公衆衛生活動を支援する災害時公衆衛生対策チー
ムの派遣体制等について検討を行う必要がある。【福祉】

○　下水道施設（処理場、主要な管渠等）の耐震化・耐津波対策に着手し、被災時の公衆衛生
を確保する必要がある。また、災害時における下水道機能の継続・早期回復は、発災後から
対応を始めるのは困難であるので、平時から災害に備えるために下水道BCP を策定する必
要がある。【土木】

（代表的な指標）
【福祉】災害時公衆衛生対策チームの体制整備・研修実施▶１回/年（H26）
【福祉】予防接種法に基づく予防接種率▶麻しん：96.5％（H26）　風しん：96.5％（H26）
【土木】下水道施設の耐震化、耐津波対策に着手した市町村数2市町（H26）
【土木】下水道BCPを策定した市町村数▶3市町（H26）

3-1）被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化、信号機の全面停止等による
重大交通事故の多発

○　治安の確保に必要な体制、装備資機材の充実強化を図る必要がある。【警察】
○　警察署の耐震化率は86%（H26）であることから、地域の治安を維持する拠点施設の耐災

害性を強化する必要がある。【警察】
○　公共の安全と秩序の維持を図るため、災害警備訓練を実施している。今後も各種災害を想

定した訓練を継続実施していく必要がある。【警察】
○　停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交通事故を回避するため、自起動式

発動発電機及び可搬式発動発電機を計画的に整備していく必要がある。【警察】

（代表的な指標）
【警察】警察署の耐震化率▶86％（H26）（再掲）
【警察】合同訓練、災害現場に即した環境での体系的・段階的な訓練の実施▶適宜実施
【警察】自起動式発動発電機の整備台数▶28台（H26）
【警察】可搬式発動発電機の整備台数▶42台（H26）
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3-2）行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

○　地方行政機関等の機能不全は、事後の全てのフェーズの回復速度に直接的に影響すること
から、レジリエンスの観点から極めて重要であるため、いかなる大規模自然災害発生時にお
いても、必要な機能を維持する必要がある。【総務】【生環】

○　平成25年10月に本庁版BCPを作成、平成26年３月に地域版BCP を作成しており、今後、
毎年度見直しを行うことで、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの維持向上を
図る必要がある。【生環（総務）】

○　防災拠点施設としての業務継続の必要性が重要であることから、県庁舎及び地方総合庁舎
等の設備関係の耐震化をH23年度より進めている。今後、津波対策として県庁舎新館及び別
館の受変電設備の高架化などを行う必要がある。【土木】

○　電力供給遮断などの非常時に、避難住民の受入れを行う避難所や防災拠点等（公共施設等）
において、避難住民の生活等に必要不可欠な電力を確保する必要がある。【商労】

○　警察署の耐震化率86%（H26）、消防施設の耐震化率77%（H26）となっており、南海トラ
フ巨大地震のような大規模災害発生時には、警察、消防機能が十分機能するよう、耐震化を
推進する必要がある。【生環】【警察】

○　災害時における被災者の支援及び燃料の優先供給等に関する基本協定書を大分県石油商業
組合と締結しており、今後、協定内容に基づき、中核給油所（31 箇所）、小口配送拠点（11
箇所）において備蓄体制を整える必要がある。【商労】

○　行政機関の職員・施設そのものの被災だけでなく、周辺インフラの被災によっても機能不
全が発生する可能性があるため、道路の防災、震災対策や緊急輸送道路の無電柱化、港湾施
設の耐震・耐津波性能の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する必要が
ある。【農水】【土木】

○　県有施設の吊り天井の耐震化を行うことにより、施設利用者の安全を確保する必要がある。
【土木】

（代表的な指標）
【生環】大分県業務継続計画の見直し▶毎年度の見直し
【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）
【土木】防災拠点施設の設備防災対策棟数▶9棟（H26）



４　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

５　大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能

不全に陥らせない
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4-1）情報通信の麻痺・長期停止

○　災害時に必要最低限の情報通信を確保するため、県と市町村を高速・大容量の光ファイバ
ーで結ぶ「豊の国ハイパーネットワーク」について、ケーブルの地中化や被災想定箇所の迂
回経路の構築を推進しているところであるが、架空区間は引き続き災害による断線が想定さ
れるため、管路が整備された区間については積極的に地中化を図る必要がある。【商労】

○　電力等の長期供給停止を発生させないように、道路の無電柱化や洪水・土砂災害・津波・
高潮対策等の地域の防災対策を着実に推進する必要がある。【農水】【土木】

○　民間通信事業者の回線が停止した場合にも災害救助活動ができるよう、警察の無線中継所
リンク回線の高度化等を着実に推進する必要がある。【警察】

○　携帯電話の不感地域の解消を図るため、市町村が実施する移動通信用鉄塔施設整備事業に
要する経費の一部を助成し、不感地域の解消を図る必要がある。【商労】

○　災害情報共有システム（Lアラート）は全市町村で導入済みであり、今後も活用を図って
いく必要がある。【生環】

（代表的な指標）
【生環】災害情報共有システム（Lアラート）を導入した市町村数▶18市町村（H26）（再掲）

5-1）サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下

○　大規模自然災害発生時にサプライチェーンを確保するためには企業毎のBCP 策定に加え、
企業が連携したBCP の策定への取組が必要であるが、例えば、石油化学業界における産業
保安のための施策の実施計画の策定の開始など、その取組は緒に就いたばかりであるので、
関係機関及び民間も含めて幅広く連携し、効率的に進める必要がある。【商労】

○　企業のBCP については、大企業では22%（H23）、中小企業では４%（H23）にとどまって
いるため、策定を促進し、その実効性を向上させるため、引き続きBCP の重要性の周知及
び商工団体等と連携した策定支援を行う必要がある。【商労】

○　物流の拠点となる港湾施設の迅速な復旧に必要となる体制整備等を定めるため、平成28年
度末までに重要港湾５港（中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCPを策定
する必要がある。【土木】

○　南海トラフ地震等の大規模地震発生時に、地域の物流幹線に対する道路啓開を迅速に実施
する上で必要な体制を確立することを目的として大分県道路啓開計画に基づく地区別実施計
画を策定し、事前に整理しておくべき事項を定めて道路管理者と関係行政機関で認識・共有
をしておく必要がある。【土木】

○　道路の防災、震災対策や緊急輸送道路の無電柱化、港湾施設の耐震・耐波性能の強化、洪
水・土砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する必要がある。【農水】【土木】

（代表的な指標）
【商労】大企業及び中小企業のBCPの策定割合▶大企業：22％（H23） 中小企業：4％（H23）
【土木】重要港湾における港湾BCP策定割合▶80％（H26）（再掲）
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5-2）社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

○　災害時における被災者の支援及び燃料の優先供給等に関する基本協定書を大分県石油商業
組合と締結しており、今後、協定内容に基づき、中核給油所（31箇所）、小口配送拠点（11
箇所）において備蓄体制を整える必要がある。【商労】

○　燃料供給ルートを確実に確保するため、輸送基盤の地震、津波、水害、土砂災害、雪害対
策等を着実に進める必要がある。【農水】【土木】

○　大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図るとともに、協議会の活動を通じ
た強靱化と競争力強化についての勉強会の実施や企業が連携したBCP の策定、また、国施
策の情報共有等を図り、国の事業を活用した施設の耐震化等を図る必要がある。【商労】

○　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を促進する
ことで、リスクの分散による災害時のエネルギーの確保を図る必要がある。【商労】

（代表的な指標）
【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）
【商労】再生可能エネルギー供給量▶22,090TJ（H25）（再掲）

5-3）コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

○　コンビナート等に関する施設は、官民含め複数者が保有・管理していることから、防護機
能の強化を図るには、官民の連携・役割分担のもと一体的かつ効果的な取組が必要である

【生環】【商労】【土木】
○　石油コンビナート地区の災害の発生及び拡大防止等を図るため「大分県石油コンビナート

等防災計画」に基づき、背後地区住民を含めた実践的な総合防災訓練等を官民連携により実
施するとともに、地震や津波による被害を最小化するため、国の事業を活用して屋外貯蔵タ
ンクや高圧ガス設備等の耐震化の促進を図る必要がある。【生環】

○　大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図るとともに、協議会の活動を通じ
た強靱化と競争力強化についての勉強会の実施や企業が連携したBCP の策定、また、国施
策の情報共有等を図り、国の事業を活用した施設の耐震化等を図る必要がある。【商労】

○　コンビナートに係る民間保有を含む護岸や堤防等の強化等の地震・津波対策を着実に推進
する必要がある。【土木】

（代表的な指標）
【商労】災害時給油所地下タンク製品備蓄箇所数▶42箇所（H26）（再掲）
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5-4）広域交通ネットワークが分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止

○　災害時の輸送の代替性を確保するためにも、高速道路の４車線化や地域高規格道路の整備、
海上輸送拠点である港湾の整備など、広域交通網の整備を推進する必要がある。併せて、東
九州新幹線の整備計画路線への格上げに向けた取組を強化する必要がある。【企画】【土木】

○　緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率が86％（H26）、最優先啓開ルート上の道路法面対策率
が41%（H26）であることなど、交通施設分断を防ぐ周辺の対策は進捗途上にあるため、そ
れらの対策を着実に進める必要がある。【土木】

○　物流の拠点となる港湾のBCP については、平成28年度末までに重要港湾5 港（中津港、
別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCPを策定する必要がある。【土木】

○　道路の防災、震災対策や無電柱化、鉄道施設の耐震対策、港湾施設の耐震・耐波性能の強
化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する必要がある。【農水】【土木】

○　地域の物流幹線に対する道路啓開を迅速に実施するため、「大分県道路啓開計画」に基づ
く地区別実施計画の策定を進める必要がある。【土木】

○　県内の主要駅（1 日あたり乗降者が1 万人以上）の耐震化を推進する必要がある。【企画】

（代表的な指標）
【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上）▶ 1駅（H26）（再掲）
【土木】地域高規格道路の整備延長▶67km（H26）
【土木】重要港湾における港湾BCP策定割合▶80％（H26）（再掲）
【土木】耐震強化岸壁の整備率▶33％（H26）（再掲）
【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶ 86％（H26）（再掲）
【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶ 41％（H26）（再掲）
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5-5）食料等の安定供給の停滞

○　大規模自然災害の発生時を想定した、食料等の供給・確保に関する脆弱性の評価、食品産
業事業者や施設管理者のBCP策定等について、今後、取組を強化していく必要がある。【商
労】【農水】

○　災害等の応急時に、食料や水等の供給をスムーズに行えるよう、関係団体と協定を締結し、
さらに連絡先リストを作成し、毎年更新しているところであるが、大規模災害時に関係団体
と連絡不通となるおそれもあるため、その場合も想定して、対応を検討する必要がある。

【農水】
○　災害発生時の水産業の継続・早期再開の観点から、県管理拠点漁港における耐震・耐津波

の機能診断にH25から着手しており、今後は診断結果に基づき、必要となる対策工事に順次
着手していく必要がある。【農水】

○　農業水利施設の老朽化に加え、管理する水利組合及び土地改良区等の経営基盤の脆弱化に
より、適正な維持管理が困難な状況になりつつあるため、機能保全計画に基づき、計画的に
施設の更新や長寿命化対策を行う必要がある。【農水】

○　川上から川下までサプライチェーンを一貫して途絶させないためには、港湾・道路・空港
等、各々の災害対応力を強化するだけでなく、輸送モード相互の連結性を向上させる必要が
ある。【農水】【土木】

○　農道や農道橋等は、社会基盤上重要な施設であり、交通ネットワークを構成する上でも、
適正な保全対策が求められる。このため、農道橋（延長15ｍ以上）や農道トンネルの耐震点
検に着手（H25～）し、適正な管理及び保全対策を行い、道路網としての役割を維持する必
要がある。【農水】

（代表的な指標）
【農水】県管理拠点漁港における耐震・耐津波の機能診断完了率▶60％（H26）
【農水】農業水利施設長寿命化計画の策定箇所数▶264箇所（H26）
【農水】多面的機能支払交付金の協定面積▶20,514ha（H26）
【農水】農道・農道橋等の保全対策率▶70％（H26）（再掲）



６　大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、

上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る
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6-1）電力供給ネットワークや石油・LPガスサプライチェーンの機能の停止

○　南海トラフ巨大地震への備えや複合災害時の防災体制の整備を図るため「大分県石油コン
ビナート等防災計画」の見直しを行ったところであり、この計画に基づき、総合防災訓練を
毎年実施するとともに、地震や津波による被害を最小化するため、「大分コンビナート企業
協議会」を通じた企業間連携を図りながら、国の事業を活用して屋外貯蔵タンクや高圧ガス
設備等の耐震化の促進を図る必要がある。【生環】

○　大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図るとともに、協議会の活動を通じ
た強靱化と競争力強化についての勉強会の実施や企業が連携したBCP の策定、また、国施
策の情報共有等を図り、国の事業を活用した施設の耐震化等を図る必要がある。【商労】

○　非常時の迅速な石油の海上輸送経路啓開に向けて、大分港の港湾BCPと製油所のBCPを整
合をとって策定する必要がある。【土木】

○　コンビナートに係る民間保有を含む護岸や堤防等の強化等の地震・津波対策を着実に推進
する必要がある。【土木】

○　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスなどを活用した再生可能エネルギーの導入を促進する
ことで、リスクの分散による災害時のエネルギーの確保を図る必要がある。【商労】

○　企業局の電気事業における地震対策として、主な建物・水管橋に続いて、今後は水路工作
物について優先度の高いものから耐震化を進める必要がある。【企業局】

（代表的な指標）
【商労】再生可能エネルギー供給量▶22,090TJ（H25）（再掲）
【土木】製油所を考慮した港湾BCP策定割合（大分港）▶ 0％（H26）
【企業局】電気事業における既存施設（主な建物・水管橋）の耐震化率▶81％（H26）
【企業局】電気事業における既存施設（水路工作物）の耐震照査率▶10％（H26）

6-2）上水道等の長期間にわたる供給停止

○　水道施設の基幹管路の耐震化の取組が遅れている市町村に対し、講習会等を開催して、耐
震化診断の取組並びにアセットマネジメント及び水道料金の見直し等による耐震化費用の確
保を指導していく必要がある。【生環】

○　工業用水道事業における地震（津波）対策として、主な建物・水管橋に続いて、今後は主
な構築物を中心に優先度の高いものから耐震診断、設計及び工事を順次実施していく必要が
ある。【企業局】

○　大分工業用水道が管理する３系統５本の隧道について、地震崩落等による給水停止を回避
するため、揚水隧道の２条化等によるネットワ−ク化を図り、災害時等に円滑な水運用を行
うため、最適なネットワ−ク水運用システムの構築を行っていく必要がある。【企業局】

（代表的な指標）
【生環】水道施設の基幹管路の耐震化率▶17.6％（H25）（再掲）
【企業局】工業用水道事業における既存施設（主な建物・水管橋・構築物）の耐震化率▶24％

（H26）
【企業局】工業用水道の給水ネットワーク再構築における完了する工事等の割合▶20％（H26）



−61−

6-3）汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

○　下水道施設（処理場、主要な管渠等）の耐震化・耐津波対策に着手し、被災時の公衆衛生
を確保する必要がある。【土木】

○　災害時における下水道機能の継続・早期回復は、発災後から対応を始めるのは困難である
ので、平時から災害に備えるために下水道BCPの策定を推進する必要がある。【土木】

○　農業集落排水施設の老朽化に対する機能診断を速やかに実施し、これに基づく老朽化対策、
耐震化を着実に推進する必要がある。【土木】

○　浄化槽については、老朽化した単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄化槽への転換を
促進する必要がある。また、浄化槽管理台帳システムを整備し、設置・管理状況の把握を促
進する必要がある。【土木】【生環】

（代表的な指標）
【土木】下水道施設の耐震化、耐津波対策着手市町村数▶2市町（H26）（再掲）
【土木】下水道BCP策定済市町村数▶3市町（H26）（再掲）

6-4）地域交通ネットワークが分断する事態

○　地域の輸送ルートを確実に確保するため、地震、津波、水害、土砂災害、雪害対策等や老
朽化対策を着実に進めるとともに、輸送モード間の連携等による複数輸送ルートの確保を図
る必要がある。【農水】【土木】

○　県内の主要駅（１日あたり乗降者が１万人以上）の耐震化を推進する必要がある。【企画】
○　農道や林道は、農産物流通の合理化、地域間の交流、生活環境の改善などにより、農村・

山間地域の活性化に寄与するとともに、防災・震災対策としても、迂回路としての利用が可
能となるため、今後も、整備を推進する必要がある。【農水】

○　農道は、社会基盤上重要な施設であり、交通ネットワークを構成する上でも、適正な保全
対策が求められる。このため、特に農道橋（延長15ｍ以上）や農道トンネルの耐震点検に着
手（H25～）し、適正な維持管理及び保全対策を行い、道路網としての役割を維持する必要
がある。【農水】

○　地域の日常生活や地域間連携を確保するため、県外とを結ぶ広域支援ルートを含む広域交
通網に接続し、集落間ネットワークも担う国・県道の整備推進が必要である。【土木】

○　緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率が86％（H26）、最優先啓開ルート上の道路法面対策率
が41%（H26）であることなど、交通施設分断を防ぐ周辺の対策は進捗途上にあるため、そ
れらの対策を着実に進める必要がある。【土木】

（代表的な指標）
【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上）▶ 1駅（H26）（再掲）
【農水】農道の整備延長▶5,766km（H25）
【農水】林道等の整備延長▶2,414km（H26）
【農水】農道・農道橋等の保全対策率▶70％（H26）（再掲）
【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶ 86％（H26）（再掲）
【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶ 41％（H26）（再掲）



７　制御不能な二次災害を発生させない
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7-1）市街地での大規模火災の発生

○　大規模地震災害など過酷な災害現場での救助活動能力を高めるため、警察、消防等の体
制・装備資機材や訓練環境等の更なる充実強化・整備を図るとともに、通信基盤・施設の堅
牢化・高度化等を推進する必要がある。また、消防団、自主防災組織の充実強化、災害派遣
医療チーム（DMAT）の養成等、ハード・ソフト対策を組み合わせて横断的に進める必要
がある。【生環】【土木】【警察】【福祉】

○　大規模な火災の可能性がある重点密集市街地等において、防災拠点へのアクセス強化のた
め、都市の骨格となる街路等の整備を実施する必要がある。また、避難場所となる都市公園
の計画的な更新・補修を行うとともに、老朽住宅の建替えを促進し、安全・安心な都市空間
の形成を図る必要がある。【企画】【土木】

○　大規模災害に即した訓練を継続している大分県警察の即応部隊（警備部隊等）５部隊、一
般部隊（特別交通部隊等）６部隊で編成した派遣隊運用等に伴う災害装備を計画的に整備す
る必要がある。【警察】

（代表的な指標）
【企画】改善した重点密集市街地の面積▶15.2ha（H26）（再掲）
【生環】全国瞬時警報システム（Jアラート）を整備した市町村数▶18市町村（H26）（再掲）
【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部隊・一

般部隊6部隊を編成（H26）（再掲）
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7-2）海上・臨海部の広域複合災害の発生

○　石油コンビナート地区の災害の発生及び拡大防止等を図るため「大分県石油コンビナート
等防災計画」に基づいて、背後地区住民を含めた実践的な総合防災訓練等を官民連携により
実施するとともに、地震や津波による被害を最小化するため「大分コンビナート企業協議会」
等を通じて企業間の連携を図りながら、国の事業を活用して屋外貯蔵タンクや高圧ガス設備
等の耐震化の促進を図る必要がある。併せて、国・県・民間が連携しコンビナートに係る護
岸や堤防等の強化等の地震・津波対策を着実に推進する必要がある。【生環】【商労】【土木】

○　比較的発生頻度の高い津波に対応した海岸保全施設の整備を促進するとともに、津波遡上
シミュレーションや耐震性能照査等に基づく粘り強い構造を基本とした海岸堤防や河川堤
防、河川管理施設の津波対策、地震・液状化対策を検討する必要がある。【土木】

○　大規模津波によりコンテナ、自動車、船舶、石油タンク等が流出し二次災害が発生するお
それがあるため、漂流物防止対策を推進する必要がある。【生環】【土木】

○　災害発生時の水産業の継続・早期再開の観点から、県管理拠点漁港における耐震・耐津波
の機能診断を行い、必要となる対策工事に順次着手していく必要がある。【農水】

○　大規模災害に即した訓練を継続している大分県警察の即応部隊（警備部隊等）５部隊、一
般部隊（特別交通部隊等）６部隊で編成した派遣隊運用等に伴う災害装備を計画的に整備す
る必要がある。【警察】

（代表的な指標）
【農水】県管理拠点漁港における耐震・耐津波の機能診断完了率▶60％（H26）（再掲）
【農水・土木】海岸保全施設の整備延長▶24km（H26）（再掲）
【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部隊・一

般部隊6部隊を編成（H26）（再掲）

7-3）沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

○　沿線・沿道の建物倒壊による被害、交通麻痺を回避する観点から、国・県・市町村、民間
が連携した取組を強化する必要がある。また、被害により人材、資機材、通信基盤を含む行
政機能が低下し、災害時における救助、救急活動等が十分になされないおそれがあることか
ら、それらの耐災害性の向上を図る必要がある。【土木】

○　住宅・建築物は、県民の耐震化の必要性に対する認識不足、耐震診断・耐震改修の経済的
負担が大きいことから、啓発活動及び補助制度による支援を行う必要がある。【土木】

○　沿線・沿道の建物倒壊による被害、交通麻痺を回避する観点から、耐震診断が義務づけら
れる建築物を指定する必要があり、耐震改修にあたっては、官民が連携して取り組む必要が
ある。宅地危険度判定士・被災建築物応急危険度判定士など災害時に必要となる人材の育成
確保、電柱倒壊による信号機の停止を回避する対策なども必要である。【土木】【警察】

（代表的な指標）
【土木】住宅の耐震化率▶72％（H23）（再掲）
【土木】特定建築物の耐震化率▶85％（H24）（再掲）
【警察】自起動式発動発電機の整備台数▶28台（H26）（再掲）
【警察】可搬式発動発電機の整備台数▶42台（H26）（再掲）
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7-4）ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

○　大分県内には、2,248箇所の農業用ため池があり、その多くは築造年代が古く、大規模地
震や台風・豪雨等により決壊した場合には下流の人家等に影響を与えるリスクが高い。堤体
の耐震調査を行い、その結果に基づく対策を実施する必要がある。【農水】

○　農業用ダム等の農業水利施設の機能保全計画、砂防設備・河川管理施設の長寿命化計画に
基づく更新や改修が必要である。しかし、想定する計画規模に対する対策に時間を要する面
もあり、また想定規模以上の地震等では対応が困難となり大きな人的被害が発生するおそれ
がある。このため、市町村・地域住民と連携し、ハザードマップ作成などのソフト対策とハ
ード対策を適切に組み合わせる必要がある。【農水】【土木】

（代表的な指標）
【農水】ため池の改修箇所数▶502箇所（H26）
【農水】ため池のハザードマップを作成した箇所数▶22箇所（H26）（再掲）
【農水】農業用ダムの耐震診断の実施率▶70％（H26）（再掲）

7-5）有害物質の大規模拡散・流出

○　有害物質の大規模拡散・流出等を防止するための資機材整備・訓練や、大規模拡散・流出
等による健康被害や環境への悪影響を防止するため、事故発生を想定したマニュアルの整備
を促進するなど、引き続き関係機関が連携して対応する必要がある。石油コンビナート地区
の災害の発生及び拡大防止等を図るため「大分県石油コンビナート等防災計画」に基づき、
官民連携による実践的な総合防災訓練を毎年実施するとともに、コンビナート協議会を通じ
て企業間の連携を図りながら、国の事業を活用して施設の耐震化に努める必要がある。【生
環】【商労】

○　地震や津波によるコンビナートの屋外貯蔵タンクからの油流出・高圧ガス等の漏洩を防止
するための施設耐震化、老朽化した休廃止鉱山の坑廃水処理施設の修繕等を計画的に実施す
る必要がある。【商労】

○　近隣の原発施設の過酷事故による原子力災害に対して、本県における原子力防災の基本的
事項を定めた地域防災計画（事故等災害対策編）に基づき、各関係機関は実施要領などを定
め、具体的な対策を推進する必要がある。【生環】

（代表的な指標）
【生環】総合防災訓練の実施▶毎年実施



８　大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条

件を整備する

−65−

7-6）農地・森林等の荒廃による被害の拡大

○　中山間地域では、過疎化・高齢化の進行とともに、地形条件の厳しさも加わり農作業に多
大な労力が必要であることから、今後、耕作放棄地の増加が懸念される。また、農地や農業
水利施設等について、地域コミュニティの脆弱化により、地域の共同活動等による保全管理
が困難となるなど、地域防災力・活動力の低下が懸念される。そのため、農村の協働力を最
大限に活用し、農業・農村が有する国土保全、水源かん養、景観など多面的機能の持続的な
発揮を図る必要がある。併せて、地域の主体性・協働力を活かした地域コミュニティ等によ
る自立的な防災・復旧活動の体制整備を推進する必要がある。【農水】

○　森林の整備及び保全等を適切に実施しない場合には、森林が有する国土保全機能（土砂災
害防止、洪水緩和等）が損なわれるおそれがあり、また、地球温暖化に伴う集中豪雨の発生
頻度の増加等による山地災害の発生リスクの高まりが懸念される。また平成24年７月九州北
部豪雨では、多くの河川で、山腹崩壊等により発生した多量の流木が橋梁に集積し氾濫を助
長していた。そこで、地域コミュニティ等との連携を図りつつ、森林の機能が適切に発揮さ
れるための総合的な対応として、間伐を継続して実施するとともに、林業適地における植栽
や、鳥獣害防止施設等の整備を推進する必要がある。また、併せて、治水・治山施設の整備
等の防災減災対策をハード・ソフトを組み合わせて推進する必要がある。【農水】【土木】

○　山間地等における避難路や代替輸送路を確保するため、市町村、森林組合等が管理する林
道等を把握し活用する取組の促進が必要である。【農水】

（代表的な指標）
【農水】ため池の改修箇所数▶502箇所（H26）（再掲）
【農水】多面的機能支払交付金の協定面積▶20,514ha（H26）（再掲）
【農水】林道等の整備延長▶2,414km（H26）（再掲）
【農水】山地災害危険地区の整備地区数▶2,060地区（H26）（再掲）

8-1）災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　災害廃棄物を仮置きするためのストックヤード等の候補地を選定していない市町村に対す
る指導・助言を継続し、ストックヤードの確保を促進する必要がある。【生環】

○　災害廃棄物処理計画の策定に併せて広域処理体制を構築する必要がある。【生環】

（代表的な指標）
【生環】災害廃棄物仮置場候補地の選定市町村数▶4市町村（H26）
【生環】広域処理体制の構築▶平成27年度処理計画策定予定
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8-2）道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精
通した技術者等）の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　南海トラフ大地震等の大規模地震発生時に、救命・救助活動部隊の現地入りや緊急物資の
輸送を行うため、道路啓開を迅速に実施する上で必要な体制を確立することを目的として大
分県道路啓開計画に基づく地区別実施計画を策定し、事前に整理しておくべき事項を定めて
道路管理者と関係行政機関で認識・共有をしておく必要がある。【土木】

○　建設関係団体と締結している協定の実効性を高めるため、建設関係事業者のBCP 策定、
道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し
た技術者等）の育成などの視点に基づく横断的な取組は行われていない。また、地震・津波、
土砂災害、雪害等の災害時に道路啓開等を担う建設業においては若年入職者の減少、技能労
働者の高齢化の進展等による担い手不足が懸念されているところであり、担い手確保・育成
の観点から就労環境の改善等を図る必要がある。また、建設業においては、建設機械の自社
保有からレンタルへの移行が進んでおり、災害時における応急復旧活動を円滑に行う観点か
ら改善を図る必要がある。【土木】

○　広域的かつ大規模な災害が発生した場合、被災自治体の対応力を超える復旧/復興事業が
発生し、復旧・復興が大幅に遅れる事態が生じるおそれがあることから、職員の派遣に係る
広域応援について定めた「九州・山口９県災害時応援協定」、「全国都道府県における災害時
等の広域応援に関する協定」等の適切な運用により、復旧・復興を円滑に進める体制を確保
する必要がある。【総務】【生環】

（代表的な指標）
【総務・生環】広域的な応援体制の構築　受援計画の策定▶0ブロック（H26）
【土木】高校生向け建設業会社説明会の開催▶1回/年（H27）

8-3）地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　災害が起きた時の対応力を向上するためには、必要なコミュニティ力を構築する必要があ
る。市町村と連携して、自主防災組織の結成を促進するとともに、避難マップの作成、避難
訓練や防災学習の実施などを通じた地域づくり活動等を活性化するための支援等の取組を充
実する必要がある。また、防災意識の啓発や避難訓練や避難所運営等、自主防災活動の要と
なる防災士の継続した養成・育成が必要である。【生環】

○　大規模災害に即した訓練を継続している大分県警察の即応部隊（警備部隊等）５部隊、一
般部隊（特別交通部隊等）６部隊で編成した派遣隊運用等に伴う災害装備を計画的に整備す
る必要がある。【警察】

○　地域防災力の中核として「地域密着性・要員動員力・即時対応力」を有する消防団の充実
を事業所等と連携して強化する必要があるとともに、大規模災害に対応するため、市町村の
区域を越えた広域的な消防相互支援体制の充実強化を図る必要がある。【生環】

（代表的な指標）
【生環】自主防災組織率▶93.96％（H26）
【生環】自主防災組織避難訓練等実施率［津波浸水想定区域］▶ 44.3％［75.5％］(H26)
【生環】自主防災組織等（住民30人以上）への防災士確保割合▶65.9％（H26）
【生環】自主防災組織等（住民30人以上）への女性防災士確保割合▶10.3％（H26）
【生環】消防団員の条例定数に対する充足率が95％以上の市町村数▶7市町村（H26）（再掲）
【警察】警察災害派遣隊の体制強化、航空機等装備資機材の整備高度化▶即応部隊5部隊・一

般部隊6部隊を編成（H26） （再掲）
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8-4）高速道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　地震、津波、火山噴火等に関する被害の想定、幹線が分断するリスクの想定が十分ではな
いため、その検討を進める必要がある。【企画】【土木】

○　緊急輸送道路上の橋梁耐震化促進や道路法面対策推進、主要な駅や緊急輸送道路と交差す
る鉄道施設の耐震対策促進、耐震強化岸壁の整備促進が必要である。しかし、計画規模を超
える事態等では大規模な災害が発生することにより人的被害が発生するおそれがある。この
ため、基幹インフラの広域的な損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態を想定した対策に
ついて、庁内横断的に、国・市町村等とも連携して総合的に取組を進める必要がある。【企
画】【土木】

○　施設整備が途上であることが多いこと、災害には上限がないこと、復旧・復興には様々な
機関が関係することを踏まえ、関係機関が連携してハード対策の着実な推進と警戒避難体制
整備等のソフト対策を組み合わせた対策を進める必要がある。【企画】【土木】

○　重要港湾５港（中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港）の港湾BCPを策定する必要
がある。【土木】

（代表的な指標）
【企画】耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上）▶ 1駅（H26）（再掲）
【土木】地域高規格道路の整備延長▶67km（H26）（再掲）
【土木】道路橋梁の耐震化率（緊急輸送道路）▶ 86％（H26）（再掲）
【土木】道路法面の対策率（最優先啓開ルート）▶ 41％（H26）（再掲）
【土木】耐震強化岸壁の整備率▶33％（H26）（再掲）
【土木】重要港湾における港湾BCPの策定率▶80％（H26）（再掲）

8-5）広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れる事態

○　浸水実績のある地区などを持つ市町村について、内水ハザードマップの作成・公表を促進
する必要がある。【土木】

○　過去に浸水被害が発生した河川の浸水被害の解消及び軽減、揚水機場や管渠等の排水施設
の整備を引き続き推進する必要がある。【農水】【土木】

○　比較的発生頻度の高い津波に対応した海岸保全施設の整備を促進するとともに、津波遡上
シミュレーションや耐震性能照査等に基づく粘り強い構造を基本とした海岸堤防や河川堤
防、河川管理施設の津波対策、地震・液状化対策を検討する必要がある。【農水】【土木】

（代表的な指標）
【農水・土木】海岸保全施設の整備延長▶24.0km（H26）（再掲）
【土木】下水道による都市浸水対策達成率▶48％（H26）（再掲）
【土木】内水ハザードマップを作成・公表した市町村の数▶5市町（H26）（再掲）
【土木】浸水対策が行われた地区数▶30地区（H26）（再掲）




